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II-1 教育改革 
（１）リテラシー教育 

【高等学校】 
＜具体目標＞ 
全ての高等学校卒業生（約 100 万人卒/年）が、データサイエンス・ＡＩの基礎となる理数素養や基本的情報知識を習得。また、人文学・社会科学

系の知識、新たな社会の在り方や製品・サービスのデザイン等に向けた問題発見・解決学習を体験 
 
【基本的情報知識の習得】 

取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 「情報Ⅰ」（2022 年度に必修化）の指

導方法に関する、データサイエンス・
ＡＩの考え方を踏まえ、教員研修用教
材の開発と全国展開（2019 年度）、指
導方法の不断の改善・充実【文】 

【2019 年度分について計画通り進捗】 

・ 情報科担当教員を対象とした「情報Ⅰ」の教員研
修用教材を開発・公表した。 

・ また、「情報Ⅱ」の教員研修用教材も作成した。 
・ 開発した教材を全国展開するため、都道府県教育

委員会に対して、これを元にした研修を実施する
ように要請した。 

・ 【更新】「情報Ⅰ」（2022 年度に必修化）
の指導方法の不断の改善・充実【文】 

・ 現職教員のデータサイエンス・ＡＩリ
テラシー向上のための学習機会の提供
（2020 年度）【文】 

・ 都道府県教育委員会に対して、開発した教員研修
用教材を元にした研修を実施するように要請し
た。 

・ 「情報Ⅰ」の担当教員向けの研修用映像教材等の
作成にかかる経費を 2020 年度予算に計上した。 

・ しかしながら、具体目標（全ての高校卒業生が基
本的情報知識を習得）達成に向けては、研修受講
者の一層増加及び質の向上に向けた対応が必要で
ある。 

・ 【更新】現職教員のデータサイエンス・ＡＩ
リテラシー向上のための学習機会を提供する
ため、以下の取組を実施（2020 年度）
【文】 
 高等学校「情報Ⅰ」の研修等で活用できる

実践事例集の作成 
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・ 「情報Ⅰ」等の実施を踏まえたＩＴパ
スポート試験 等の出題の見直し
（2021 年度）【経】 

・ 2020 年度からＩＴパスポート試験の見直しの検
討に着手するための準備を実施している。 

・ 【継続】「情報Ⅰ」等の実施を踏まえたＩＴ
パスポート試験等の出題の見直し（2021 年
度）【経】 

・ ＩＴパスポート試験等におけるＡＩ関
連出題の強化（2019 年度）と高等学校
等における活用の促進（2022 年度）
【文・経】 

【2019 年度分について計画通り進捗】 

・ ＩＴパスポート試験におけるＡＩ関連出題の強化
等を実施した。具体的には、新たな技術である
AI や IoT など第 4 次産業革命に対応した試験内
容に拡充するとともに、情報Ⅰの関連情報を収集
した。 

・ 【更新】ＩＴパスポート試験等の高等学校等
における活用の促進（2022 年度）【文・
経】 

・ 全ての高等学校で、データサイエン
ス・ＡＩの基礎となる実習授業を実
施、意欲的な児童・生徒に対するデー
タサイエンス・ＡＩで問題発見・解決
に挑戦する場（ＩＴ部活動等）の創出
（2022 年度）【総・文・経】 

・ 子どもたちが社会人、高齢者等とともにプログラ
ミング等の ICT 活用スキルを学ぶ機会を提供す
る地域 ICT クラブの実証事業を実施し、当該実
証で得られた運営ノウハウ等を取りまとめて公表
した。 

・ 学習指導要領において、情報科の指導に当たって
は、「コンピュータや情報通信ネットワークなど
を活用した実習を積極的に取り入れること」とし
ており、引き続き指導の徹底を図る。 

・ 【継続】全ての高等学校で、データサイエン
ス・ＡＩの基礎となる実習授業を実施、意欲
的な児童・生徒に対するデータサイエンス・
ＡＩで問題発見・解決に挑戦する場（ＩＴ部
活動等）の創出（2022 年度）【総・文・
経】 

・ 教師の養成・研修・免許の在り方等の
検討状況を踏まえつつ、免許制度の弾
力的な運用も活用し、博士課程学生・
ポスドク人材・エンジニアやデータサ
イエンティスト等の社会の多様な人材
も含め、ＩＣＴに精通した人材登用の
推進（2024 年度までに１校に１人以
上）【文・経】 

・ ICT 支援員の配置を促進するよう各種会議で周知
を実施した。 

・ ICT に精通した人材登用を推進するため、以下を
目的とする調査研究を 2020 年度予算に盛り込ん
だ。 
 学校における ICT に精通する等の多様な人材

の活用促進 
 ＩＣＴ支援員が円滑に参加できる環境整備 

・ 【継続】教師の養成・研修・免許の在り方等
の検討状況を踏まえつつ、免許制度の弾力的
な運用も活用し、博士課程学生・ポスドク人
材・エンジニアやデータサイエンティスト等
の社会の多様な人材も含め、ＩＣＴに精通し
た人材登用の推進（2024 年度までに１校に
１人以上）【文・経】 
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 情報教育関係教科の免許外担任減少 
・ 数理・データサイエンス・AI 教育について先進

的な取組を行う高等学校等に博士人材を派遣し、
高等学校等における探究的な学習を促進するため
の費用を 2020 年度予算に計上した。 

・ 【新規】新学習指導要領の全面実施にあた
り、高等学校における情報科目教育を全国で
確実に実施できるよう、教員養成課程や現職
教員の研修を充実（2020 年度）【文】 

 
・ 【新規】情報科目の専門教員の養成や外部人

材等の活用も含めた質の高い教員の確保等の
全国的な支援方策を検討し、実施（2021 年
度）【文・経】 

 
【理数素養の習得】 

取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 高等学校における理数分野における主

体的・対話的で深い学び（アクティ
ブ・ラーニング）の視点からの授業
改善を行うため、優良事例の収集とそ
の普及の促進、研修の充実（2019 年
度）【文・経】 

 

【計画通り進捗】 

・ 高等学校の理数分野における主体的・対話的で深
い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの
授業改善を確実に進めるための各教育委員会・学
校等における研修に資するべく、優良事例を収
集・共有化した。 

 【新規】高等学校の理数分野における主体
的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニ
ング）の普及に向け、優良事例の継続的な収
集、共有及び研修の充実（2020 年度）
【文・経】 

・ 高等学校においてデータ分析の基盤と
なる手法を全員に指導（2019 年度）
【文】 

 

【計画通り進捗】 

 全ての生徒が履修する現行学習指導要領の「数学
Ⅰ」において、データ分析の基盤となる手法を盛
り込んでおり、全ての生徒に指導した。 

 なお、新学習指導要領においてはその内容を充実
しており、その着実な実施に向けて趣旨の周知・
徹底等を進めている。 

 【新規】高等学校においてデータ分析の基盤
となる手法を生徒に習得させるため、新学習
指導要領の着実な実施（2020 年度）【文】 
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・ 大学等における数理・データサイエ
ンス教育との接続を念頭に、確率・
統計・線形代数等の基盤となる知識
を高等学校段階で修得することがで
きるよう、教材を作成。大学等に進
学する者等を中心に指導（2020 年
度）【文・経】 

 大学等に進学する者等を中心に指導できるよう、
確率・統計・線形代数等の基盤となる知識を修得
するための教材を作成中。 

 【更新】大学等における数理・データサイエ
ンス・ＡＩ教育との接続を念頭に、確率・統
計・線形代数等の基盤となる知識を高等学校
段階で修得することができるよう、教材を作
成。大学等に進学する者等を中心に指導
（2020 年度）【文・経】 

 
【ＩＣＴインフラ・活用方法の整備】 

取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 上述した教育の基盤としての学校の

ＩＣＴ環境整備の加速化を図るた
め、関係省庁が連携し、学校におけ
るネットワーク及びクラウド活用の在
り方、ＩＣＴ環境モデル、必要十分な
機能を有するＩＣＴ機器の調達等に関
するガイドラインを整備するなどの具
体的方策を、今後のデータ連携・標準
化、柔軟な利活用も見据えつつ、検
討・提示（2019 年度）【ＩＴ・総・
文・経】 

【計画通り進捗】 

 「GIGA スクール構想の実現」において、ＩＣＴ環
境整備のためのロードマップ、ネットワークや端
末等の仕様書、クラウド活用の調達促進に向けた
ガイドブックを策定した。「GIGA スクール構想の
実現」のための整備に必要な経費を令和元年度補
正予算に計上した他、新型コロナウイルス感染拡
大への対応として、計画を前倒しして実現に向け
て加速するための検討・準備を実施した。 

 

 教育現場の負荷軽減に資するＩＣＴ利
活用の検討と推進（2019 年度）【Ｉ
Ｔ・総・文・経】 

【計画通り進捗】 

 教育現場の負荷軽減に資する ICT 利活用の検討を
行った。具体的には「統合型校務支援システム」
の導入促進に向けて、都道府県単位での共同調達
の実証を実施するとともに、クラウド環境の調達
促進に向けたガイドブックを改定した。 

 【新規】「統合型校務支援システム」を含
む、クラウド活用を基本とする教育現場の
負荷軽減に資するＩＣＴ環境の導入促進
（2022 年度）【ＩＴ・総・文・経】 
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 しかしながら、新学習指導要領の実施に加え、新
型コロナウイルス感染拡大への対応等、教育現場
にはかつてない負荷がかかっている現状であり、
早急に実証のノウハウを整理し、教育現場の負荷
軽減に資するＩＣＴ環境の導入を加速させる必要
がある。 

 生徒用端末、ソフトウェア、通信デ
バイス等の購入（貸与）・管理・更
新、データ連携等に関するルールの
検討・提示（2019 年度）【ＩＴ・
総・文・経】 

【計画通り進捗】 

 各自治体が学校 ICT 環境を安心して整備できるよ
う、ネットワークや端末に関する仕様書や安価な
整備モデル例の提示等を行った。 
 また、自治体の技術面のフォローのため、「ICT

活用教育アドバイザー」が自治体からの質問に対
応できる体制を整備した。 
 さらに「スマートスクール・プラットフォーム実

証事業」において、授業・学習系システムと校務
系システムとの間のデータ連携方法について実証
し、技術仕様を策定した。 
 他方、ルール検討の際に生じた新たな課題（端末

の持ち帰り等）に対応する必要がある。 

 【新規】生徒用端末の家庭への持ち帰
り・利用等に関するガイドライン等の検
討・提示（2020 年度）【ＩＴ・総・文・
経】 

 最終的に、生徒一人一人がそれぞれ端
末を持ち、ＩＣＴを十分活用すること
のできる、ハードウェア・ネットワー
ク等の環境整備を達成するため、クラ
ウド活用、低価格パソコンの導入、ネ
ットワーク・５G 通信の活用、ＢＹＯ
Ｄを視野に入れた目標の設定とロード
マップの策定（2019 年度）【ＩＴ・

【計画通り進捗】 

 「GIGA スクール構想の実現」において、ＩＣＴ環
境整備のためのロードマップ、ネットワークや端
末等の仕様書、クラウド活用の調達促進に向けた
ガイドブックを策定した。 
 「GIGA スクール構想の実現」のための整備に必要

な経費を令和元年度補正予算に計上した他、新型

 【新規】「GIGAスクール構想の実現」の
下、高等学校においても、BYODの活用を
含め生徒１人１台端末環境を実現するた
め、具体的なロードマップの策定 (2020年
度) 【ＩＴ・総・文・経】 

 
 【新規】「GIGAスクール構想の実現」の

下、生徒１人１台端末環境の更新時の費用
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総・文・経】 コロナウイルス感染拡大への対応として、計画を
前倒しして実現に向けて加速するための検討・準
備を実施した。 
 高等学校についても、新型コロナウイルス感染拡

大への対応考慮を踏まえ、1 人 1 台端末環境の在り
方に係る早急な検討の具体化が必要である。 
 また、端末更新等に向けた新たな論点整理も必要。 

負担のあり方（例えば、端末の貸与や教材
費の見直し等によるBYOD実施時の生活困
窮者への対応、または自治体負担による再
整備等）の検討（2021年度）【ＩＴ・総・
文・経】 

 ＩＣＴ環境の整備状況やＩＣＴの活用
状況などの見える化及び、確実な整備
促進のための具体的な方策の検討・実
施（2019 年度）【総・文】 

【計画通り進捗】 

 「平成 30 年度学校における教育の情報化の実態等
に関する調査結果」として市町村ごとのＩＣＴ環
境整備状況を見える化した。 
 各自治体が確実に整備できるように、端末・ネッ

トワーク工事に関する標準仕様書や整備モデル例
の提示等、「ＧＩＧＡスクール構想の実現」パッ
ケージにおいて様々な施策を講じているところ。 
 引き続き、「GIGA スクール構想の実現」に向け、

見える化した状況を参考に、各自治体が確実に整
備するよう不断の改善を図る。 

 

 学校内外における生徒の学びやプ
ロジェクトの記録を保存する学習
ログ等について、標準化や利活
用、ＩＣＴ機器等の調達方針の策
定、個人情報保護等についての基
本方針の提示（2020 年度）【Ｉ
Ｔ・個情・総・文・経】 

 学校内外における生徒の学びやプロジェクトの記
録を保存する学習ログ等教育ビッグデータの利活
用については、2019 年 6 月に「新時代の学びを支
える先端技術活用推進方策（最終まとめ）」を公
表し、その基本方針や ICT 先端技術の活用に関す
る基本的考え方を示した。 
 教育データ標準化について 2020 年度中に一定の結

論を得るよう、産学の有識者を交え議論中。 
 なお、教育ビッグデータの利活用においては、継

 【更新】学校内外における生徒の学びやプ
ロジェクトの記録を保存する学習ログや健
康状態等について、転校や進学等にかかわ
らず継続的にデータ連携や分析を可能にす
るための標準化や利活用を進めるととも
に、クラウド活用を基本とするＩＣＴ環境
の整備、個人情報保護等についての基本方
針の提示（2020 年度）【ＩＴ・個情・総・
文・経】 
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続的にデータ分析を可能にすることが必要であ
る。 
 また、コロナ禍において顕在化したように、従来

の一斉型指導が困難な状況においては、一層の生
徒の学びの個別最適化が重要である。このための
学習ログ等の活用の在り方についても検討する必
要がある。 

 
 【新規】生徒の学びの個別最適化促進に向

けた、学習ログ等の活用の在り方の検討
（2020年度）【ＩＴ・個情・総・文・経】 

 実社会で必要となる知識・技能、
思考力・判断力・表現力等を学習
する環境の整備（ＥｄＴｅｃｈ等
の活用）（2022 年度） 【 文・
経】 

 2019 年 6 月に「新時代の学びを支える先端技術活
用推進方策（最終まとめ）」を公表し、ＩＣＴを
基盤とした先端技術の効果的な活用に関する基本
的考え方を提示した。 

・ 取組に記載の資質・能力をバランスよく育成する新
学習指導要領の着実な実施に向けて、趣旨の周知・
徹底、教員研修に関する指導・助言等、必要な施策
を進めた。 

・ EdTech の活用や教育イノベーションの普及を図る
取り組みを進めるともに、加速させるための予算
措置を実施した。 

 【継続】実社会で必要となる知識・技能、
思考力・判断力・表現力等を学習する環境
の整備（ＥｄＴ ｅｃｈ等の活用）（2022 年
度） 【 文・経】 

 
 【新規】学校現場における先端技術利活用

ガイドラインの策定（2020年度）【文】 
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 希望する全ての高等学校で早期に遠
隔教育を利活用（遅くとも 2024 年
度）【総・文・経】 

 遠隔教育の利活用促進に向けて、「遠隔教育シス
テム導入実証研究事業」を実施し、そのノウハウ
を整理した「遠隔教育活用推進ガイドブック」を
作成した。また、「遠隔教育特例校制度」の創設
に関する省令・告示を公布・施行した。 
 しかしながら、コロナ禍においても学びの持続

性・公平性を確保するため、全ての高等学校で遠
隔教育を前倒しして整備する必要がある。 

 【更新】「GIGAスクール構想の実現」の前
倒しにあわせ、希望する全ての高等学校で
早期に遠隔教育を利活用（2020 年度）
【総・文・経】 

    【新規】コロナ禍において需要が高まって
いる遠隔授業に必要な教育現場のＩＣＴ環
境の整備・運用について、ＩＣＴに精通し
た外部人材の利活用を促進（2020年度）
【文・経】 

 
【新たな社会を創造していくために必要な力の育成】 

取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 カリキュラム・マネジメントの視点を

踏まえ、産学連携や地域連携によるＳ
ＴＥＡＭ教育の事例構築や収集、モデ
ルプラン提示と全国展開（2019 年度）
【総・文・経】 

【一部未了】 

 中央教育審議会での議論を進めつつ、STEAM 教育
の事例収集を行い、各学校の取り組みの参考とな
るように文部科学省 HP にて順次モデルプランと
して公開した。 
 また、「学びと社会の連携促進事業」においてオ

ンラインの STEAM ライブラリを構築するために
STEAM プログラムを１０個程度開発した。 

 【継続】カリキュラム・マネジメントの視
点を踏まえ、産学連携や地域連携によるＳ
ＴＥＡＭ教育の事例構築や収集、モデルプ
ラン提示と全国展開（2020 年度）【総・
文・経】 
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 さらに、子どもたちが地域の人たちと共に ICT 活
用スキルを学ぶ場を提供する地域 ICT クラブの実
証事業を実施し、運営ノウハウ等を取りまとめて
公表した。 

 新しいものを創造し、創造されたもの
を尊重する力を育む「知財創造教育」
を全国で実施するための持続的な推進
体制を整えるとともに、教育プログラ
ムの開発奨励・利便性の向上に取り組
む（2019 年度）【知財】 

【計画通り進捗】 

 全国８ブロックのうち、2019 年度までの完了を目
標としていた４ブロックについて、目標通り知財
創造教育の推進体制を整備した。今後は、2020 年
度までの完了を目標としている残り４ブロックに
ついて、推進体制整備する予定。 
 また、上記推進体制を拠点としたブロック内での

浸透を促進するために、普及・実践を担う教員や
学校との連携強化などの取組を進める。 
 高等学校向けの教育プログラムを追加収集し、収

集済み教育プログラムと共に、ウェブサイトで公
表した。また、新たな教育プログラムの作成や工
夫につなげるため、各プログラムへのアクセスを
向上している。 

 【更新】新しいものを創造し、創造された
ものを尊重する力を育む「知財創造教育」
を実施・浸透するための持続的な推進体制
を全国で整備及び地域における知財創造教
育の普及拠点となる教員や学校との連携
（2020 年度）【知財】 

 グローバルな社会課題を題材にし
た、産学連携ＳＴＥＡＭ教育コンテ
ンツのオンライン・ライブラリーの
構築（2020 年度）【文・経】 

 「学びと社会の連携促進事業」においてオンライ
ンの STEAM ライブラリを構築するために STEAM
プログラムを１０個程度開発中。 

 【継続】グローバルな社会課題を題材にし
た、産学連携ＳＴＥＡＭ教育コンテンツの
オンライン・ライブラリーの構築（2020 年
度）【文・経】 

   【新規】大学や国立研究開発法人等の研究
機関等において取り扱われている研究テー
マや社会課題を題材にしたＳＴＥＡＭ教育
コンテンツの開発（2021 年度）【文・経】 
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【大学入試・就職】 

取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 大学入学共通テスト「情報Ⅰ」を 2024 

年度より出題することについてＣＢＴ活
用を含めた検討（2019 年度）【文】 

【計画通り進捗】 

 新学習指導要領で必履修科目となる「情報Ⅰ」を２
０２４年度に実施する「大学入学共通テスト」で出
題することについて、文部科学省内の関係部局及び
大学入試センターと検討を行った。 
 また、大学入試センターにおいて必要な経費を計上

し、有識者会議を設置して CBT の実現可能性につ
いて、検討を行った。 
 これらのことに関し、2024 年度の対応について

2021 年度に結論を得る予定。 

 【更新】大学入学共通テスト「情報Ⅰ」
を 2024 年度より出題することについて
ＣＢＴ活用を含め検討し、結論（2021
年度）【文】 

 認定コース（（４）参照）の履修の有無
及び学習成果や学校内外における生徒
の学びやプロジェクトの記録を保存す
る学習履歴を、産業界が就職の際に参
考とする方策の実施（例えばエントリ
ーシートに記載欄を設ける等）につい
て、産業界と協業で推進（2020 年度）
【再チャレンジ・CSTI・文・厚・経】 

 数理・データサイエンス・AI 教育認定コースの履
修の有無や履修成績状況などの学習履歴を企業に
届ける営み及びその活用について、認定制度検討
会議において紹介した。 

 

 【継続】認定コース（（４）参照）の履
修の有無及び学習成果や学校内外におけ
る生徒の学びやプロジェクトの記録を保
存する学習履歴を、産業界が就職の際に
参考とする方策の実施（例えばエントリ
ーシートに記載欄を設ける等）につい
て、産業界と協業で推進（2020 年度）
【再チャレンジ・CSTI・文・厚・経】 
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 大学入試や就職のエントリーシート
への、理数・データサイエンス・Ａ
Ｉ等の学習成果（学校での学習成
果、ＩＴパスポート試験等の課外等
の課外コース合格等）の記載促進
（2021 年度）【再チャレンジ・
CSTI・文・厚・経】 

 数理・データサイエンス・AI 教育認定コースの履
修の有無や履修成績状況などの学習履歴を企業に
届ける営み及びその活用について、認定制度検討
会議において紹介した。 

 【継続】大学入試や就職のエントリーシ
ートへの、数理・データサイエンス・Ａ
Ｉ等の学習成果（学校での学習成果、Ｉ
Ｔパスポート試験等の課外等の課外コー
ス合格等）の記載促進（2021 年度）【再
チャレンジ・CSTI・文・厚・経】 

 文系・理系等の学部分野等を問わ
ず、「情報Ⅰ」を入試に採用する大
学の抜本的拡大とそのための私学
助成金等の重点化を通じた環境整
備（2024 年度）【文】 

 私立大学等改革総合支援事業において、多数の科
目を出題するための大学入学者選抜に取り組む大
学への支援を実施している。 

 【継続】文系・理系等の学部分野等を
問わず、「情報Ⅰ」を入試に採用する大
学の抜本的拡大とそのための私学助成
金等の重点化を通じた環境整備（2024 
年度）【文】 

 
【大学・高専・社会人】 

＜具体目標１＞ 
文理を問わず、全ての大学・高専生（約 50 万人卒/年）が、課程にて初級レベルの数理・データサイエンス・ＡＩを習得 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 大学・高専における、初級レベルの標

準カリキュラム・教材の開発と全国展
開（2019 年度）【文・経】 

 

【一部未了】 

 「数理・データサイエンス教育強化拠点コンソー
シアム」において、国公私立大学や産業界の関係
者を含む特別委員会を設置するとともに、リテラ
シーレベルの教育の基本的考え方、学修目標・ス
キルセット、教育方法等について検討し、モデル
カリキュラムを策定・公表した。 
 一部モデルカリキュラムに対応した教材を開発

し、全国展開を進めている。 

 【更新】大学・高専における、リテラシー
レベルのモデルカリキュラムを踏まえた教
材の開発と全国展開（2020 年度）【文・
経】 
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・ 大学・高専における、初級レベルの認
定コース（（４）参照）の導入（2020
年度）【CSTI・文・経】 

 

・ 「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認
定制度検討会議」において、教育プログラム認定
制度（リテラシーレベル）を議論し、報告書を取
りまとめた。 

・ 2020 年度に本制度の構築・運用を開始することか
ら、普及促進は 2021 年度になる見通し。 

・ 【更新】大学・高専における、リテラシー
レベルの認定教育プログラム（（４）参照）
の普及促進（2021 年度）【CSTI・文・経】 

・ カリキュラムに数理・データサイエン
ス・ＡＩ教育を導入するなどの取組状
況等を考慮した、大学・高専に対する
運営費交付金や私学助成金等の重点化
を通じた積極的支援（2020 年度）
【文】 

・ 数理・データサイエンス・ＡＩ教育をカリキュラ
ムに導入するなどの取組状況等を考慮した大学・
高専に対する支援を実施するため、必要な経費を
国立大学運営費交付金や私立大学経常費補助金に
2020 年度予算に計上。 

・ 【継続】カリキュラムに数理・データサイ
エンス・ＡＩ教育を導入するなどの取組状
況等を考慮した、大学・高専に対する運営
費交付金や私学助成金等の重点化を通じた
積極的支援（2020 年度）【文】 

・ 全ての大学・高専の学生が、初級レベ
ルの認定コース（（４）参照）の履修が
できる環境を確保（ＭＯＯＣ や放送大
学の活用拡充等を含む）（2022 年度）
【CSTI・文・経】 

・ 数理・データサイエンス・ＡＩ教育に関するモデ
ルカリキュラムに準拠したリテラシー分野等の教
育コンテンツについて、放送大学においてオンラ
イン配信すべく令和 2 年度予算に計上した。 

・ また、数理・データサイエンス・AI 教育プログラ
ム認定制度の検討会議において、同教育プログラ
ムの普及に向けて自大学で用いられる教育コンテ
ンツの他大学への展開等を奨励する旨が示され
た。 

・ 【更新】全ての大学・高専の学生が、リテ
ラシーレベルの優れた数理・データサイエ
ンス・ＡＩ教育プログラムの履修ができる
環境を確保（ＭＯＯＣ や放送大学の活用拡
充等を含む）（2022 年度）【CSTI・文・
経】 

・  ・  ・ 【新規】大学・高専における数理・データ
サイエンス・ＡＩ教育を推進するため、企
業が有する実社会データの提供・共用や実
務家教員派遣等、産業界の協力や活用を促
進（2020 年度）【文・経】 
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・  ・  ・ 【新規】全国の大学・高専の数理・データ
サイエンス・AI 教育（リテラシーレベル）
に提供可能な実データ・実課題を民間企業
等から公募し、整理、必要な処理をしたう
えで、各大学・高専向けにホームページ等
にて公表・提供（2020 年度）【文・経】 

・  ・  ・ 【新規】企業から課題とデータを円滑に
提供してもらうため、ビジネス情報や成
果物の扱いなど関連する知財について整
理（2020 年度）【文・経】 

・  ・  ・ 【新規】数理・データサイエンスに関する
大学・高専のコンソーシアムを組織し、全
国的な教育支援体制（FD 活動、コンテン
ツ充実等）を整備し、継続的に運営（2021
年度）【文】 

 
＜具体目標２＞ 
多くの社会人（約 100 万人 /年）が、基本的情報知識と、データサイエンス・ＡＩ等の実践的活用スキルを習得できる機会をあらゆる手段を用いて

提供 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 産学フォーラムや経済団体等の場にお

いて、優れた社会人リカレント教育プ
ログラムの事例（女性の社会参加を促
進するプログラムを含む）を共有する
などを通じて、リカレント教育の受講
結果の就職、雇用等への活用促進
（2019 年度）【CSTI・男女・文・

【一部未了】 

・ 数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認
定制度検討会議において、大学等の認定教育プロ
グラムのリカレント教育への活用や、人材評価に
おける参考情報としての活用を報告書に示され
た。 

・ 【継続】産学フォーラムや経済団体等の場
において、優れた社会人リカレント教育プ
ログラムの事例（女性の社会参加を促進す
るプログラムを含む）を共有するなどを通
じて、リカレント教育の受講結果の就職、
雇用等への活用促進（2020 年度）
【CSTI・男女・文・厚・経】 
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厚・経】 ・ 産業界との事務的な意見交換において、数理・デ
ータサイエンス・ＡＩの認定教育プログラムの受
講結果の就職への活用について意見交換を実施し
た。 

・ しかしながら、広く優れた社会人リカレント教育
プログラムの共有するなどには至っていないこと
から、継続して取り組む必要がある。 

・ 数理・データサイエンス・ＡＩ関連スキ
ルセットの更なる改善（2019 年度）
【経】 

 

【計画通り進捗】 

・ 数理・データサイエンス・ＡＩ関連のスキルセッ
トを改善した。具体的には、データサイエンティ
スト協会に設置されているスキル定義委員会及び
情報処理推進機構が、ITSS+（データサイエンス領
域）のコンテンツのうち、データサイエンスのた
めに習得しておくべきスキルのチェックリスト及
びタスクリストの改訂を行い、公表した。 

 

・ 基礎的ＩＴリテラシー習得のための職
業訓練の推進（2020 年度）【厚・経】 

・ 中小企業や製造現場等の労働者や求職者を対象と
した IT 理解・活用力習得のための職業訓練を実施
した。 

・ 【更新】ＩＴ理解・活用力習得のための職
業訓練の推進（2020 年度）【厚・経】 

・ 女性の社会参加を含め、社会人の誰も
が、数理･データサイエンス・ＡＩ教育
を学びたいときに、大学等において履
修できる環境を整備（2022 年度）【男
女・文・厚・経】 

・ 社会人の誰もが学びたい時に履修できる環境整備
として、「専修学校による中核的人材養成事業
（Society5.0 等対応カリキュラムの開発・実証）」
において、Society5.0 の時代に求められる人材の育
成等のためのカリキュラム、教育プログラムの開
発、実証を進めている。 

・大学等において、IT 技術者等の学び直しのための
産学連携プログラムの開発・実践に取り組んでい

・ 【継続】女性の社会参加を含め、社会人の
誰もが、数理･データサイエンス・ＡＩ教育
を学びたいときに、大学等において履修で
きる環境を整備（2022 年度）【男女・文・
厚・経】 
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る。 
・放送大学においても、数理・データサイエンス等

をはじめとした実務型プログラムの充実に取り組
んでいる。 

・  ・  ・ 【新規】認定教育プログラムの社会人リカ
レント教育への活用促進方策の検討（2020 
年度）【CSTI・文・経】 

・  ・  ・ 【新規】 大学等における社会人や企業等の
ニーズに応じた実践的かつ専門的なプログ
ラムを文部科学大臣が認定する「職業実践
力育成プログラム」（ＢＰ）を通じた、社会
人の数理・データサイエンス・ＡＩのリカ
レント教育機会の拡大(2020 年度)【文】 

 
＜具体目標３＞ 
大学生、社会人に対するリベラルアーツ教育 の充実（一面的なデータ解析の結果やＡＩを鵜呑みにしないための批判的思考力の養成も含む） 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 大学における文理横断的な教育を含

む、リベラルアーツ教育の推進（2019 
年度）【文】 

【計画通り進捗】 

・ 「学部、研究科等の組織の枠を越えた学位プログ
ラム」による融合的な教育を可能とするため、所
要の規定を改正した。 

・ また、「知識集約型社会を支える人材育成事業」
により、幅広い教養と深い専門性を持った人材育
成を進めている。 

・ 【新規】大学教育における文理を横断した
リベラルアーツ教育の幅広い実現を図るた
め、「学部、研究科等の組織の枠を越えた学
位プログラム」の制度も活用して全学的な
共通教育から大学院教育までを通じて広さ
と深さを両立する新しいタイプの教育プロ
グラム（（「レイトスペシャライゼーション
プログラム」等）の複数構築（2020年度）
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・ しかしながら、我が国の大学はまだまだ学部学科
のサイロ的な教育システムが主流であり、引き続
き文理横断的な教育を含む、リベラルアーツ教育
を推進していく必要がある。 

【文】 

・ 問題発見・解決に資する学習・学修プ
ログラムの拡充（就職、雇用等への活
用促進）(2020 年度）【経】 

・ 主に社会人就職、雇用等への活用促進のため、 
「学びと社会の連携促進事業」において、問題発
見・解決に資する学習・学修プログラムを開発
し、就職、雇用等への活用に向けた実証を行っ
た。 

・ 【継続】問題発見・解決に資する学習・学
修プログラムの拡充（就職、雇用等への活
用促進）(2020 年度）【経】 

 
 

【小学校・中学校】 
＜具体目標＞ 
データサイエンス・ＡＩの基礎となる理数分野について、 
①習熟度レベル上位層の割合が世界トップレベルにある現在の状態を維持・向上 
②国際的に比較して低い状況にある理数分野への興味関心を向上 
様々な社会課題と理科・数学の関係性の理解と考察を行う機会を確保 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 教師の養成・研修・免許の在り方等の

検討状況を踏まえつつ、免許制度の弾
力的な運用も活用し、博士課程学生・
ポスドク人材・エンジニアやデータサ
イエンティスト等の社会の多様な人材
の積極的な登用の推進（2022 年度まで
に４校に１人以上）【文・経】 

・ 博士課程学生・ポスドク人材・エンジニアやデー
タサイエンティスト等 ICT に精通する多様な人材
が円滑に学校教育に参画できる環境を整備するた
めの調査研究等の予算措置を進めた他、上記のよ
うな ICT 支援員の配置を促進するために各種会議
において周知している。 

・ しかしながら、新型コロナ対応での「GIGA スクー
ル構想の実現」前倒しによるハード面整備に対応
すべく要員についても前倒し必要。 

・ 【継続】教師の養成・研修・免許の在り方
等の検討状況を踏まえつつ、免許制度の弾
力的な運用も活用し、博士課程学生・ポス
ドク人材・エンジニアやデータサイエンテ
ィスト等の社会の多様な人材の積極的な登
用の推進を加速（2022年度までに４校に１人
以上）【文・経】 

 
・ 【新規】新学習指導要領の全面実施にあた
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り、小中学校におけるプログラミング教育
を全国で確実に実施できるよう、教員養成
課程や現職教員の研修を充実（2020年度）
【文】 

 
・ 【新規】ＩＣＴに精通する教員の養成や外

部人材等の活用も含めた質の高い教育を確
保する全国的な支援方策を検討し、実施
（2021年度）【文・経】 

・ 全ての小中学校で、理数分野における
主体的・対話的で深い学び（アクティ
ブ・ラーニング）の視点からの授業改
善を行うため、優良事例の収集とその
普及の促進、研修の充実（2019 年度）
【文・経】 

【計画通り進捗】 

・ 小中学校の理数分野における主体的・対話的で深
い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの
授業改善を確実に進めるための各教育委員会・学
校等における研修に資するべく、優良事例を収
集・共有化した。 

・ 【新規】小中学校の理数分野における主体
的・対話的で深い学び（アクティブ・ラー
ニング）の普及に向け、優良事例の継続的
な収集、共有及び研修の充実（2020年度）
【文・経】 

・ 新しいものを創造し、創造されたもの
を尊重する力を育む「知財創造教育」
を全国で実施するための持続的な推進
体制を整備と、教育プログラムの開発
奨励・利便性の向上（2019 年度）【知
財】 

【計画通り進捗】 

 全国８ブロックのうち、2019 年度までの完了を目
標としていた４ブロックについて、目標通り知財
創造教育の推進体制を整備した。今後は、2020 年
度までの完了を目標としている残り４ブロックに
ついて、推進体制整備する予定。 
 また、上記推進体制を拠点としたブロック内での

浸透を促進するために、普及・実践を担う教員や
学校との連携強化などの取組を進める。 

・ 高等学校向けの教育プログラムを追加収集し、収
集済み教育プログラムと共に、ウェブサイトで公

・ 【更新】新しいものを創造し、創造された
ものを尊重する力を育む「知財創造教育」
を実施浸透するための持続的な推進体制を
全国で整備及び地域における知財創造教育
の普及拠点となる教員や学校との連携
（2020年度）【知財】 
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表した。また、新たな教育プログラムの作成や工
夫につなげるため、各プログラムへのアクセスを
向上している。 

・ 学校のＩＣＴ環境整備の加速化を図る
ため、関係省庁が連携し、学校間のデ
ータ連携や利活用の促進を念頭に、学
校におけるネットワーク及びクラウド
活用の在り方、ＩＣＴ環境モデル、必
要十分な機能を有するＩＣＴ機器の調
達等の具体的方策を検討・提示（2019 
年度）【ＩＴ・総・文・経】 

【計画通り進捗】 

・ 「GIGA スクール構想の実現」において、ＩＣＴ環
境整備のためのロードマップ、ネットワークや端
末等の仕様書、クラウド活用の調達促進に向けた
ガイドブックを策定した。「GIGA スクール構想の
実現」のための整備に必要な経費を令和元年度補
正予算に計上した他、新型コロナウイルス感染拡
大への対応として、計画を前倒しして実現に向け
て加速するための検準・準備を実施した。 

 

・ 児童生徒用端末、ソフトウェア、通信
デバイス等の購入・貸与・管理・更新
等に関するルールの検討・提示（2019 
年度）【ＩＴ・文・経】 

【計画通り進捗】 

・ 各自治体が学校 ICT 環境を安心して整備できるよ
う、ネットワークや端末に関する仕様書や安価な
整備モデル例の提示等を行った。 

・ また、自治体の技術面のフォローのため、「ICT
活用教育アドバイザー」が自治体からの質問に対
応できる体制を整備した。 

・ さらに「スマートスクール・プラットフォーム実
証事業」において、授業・学習系システムと校務
系システムとの間のデータ連携方法について実証
し、技術仕様を策定した。 

・ 他方、ルール検討の際に生じた新たな課題（端末
の持ち帰り等）に対応する必要がある。 

・ 【新規】生徒用端末の家庭への持ち帰
り・利用等に関するガイドライン等の
検討・提示（2020年度）【ＩＴ・総・
文・経】 
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・ 最終的に児童生徒一人一人がそれぞれ
端末を持ち、ＩＣＴを十分活用するこ
とのできる、ハードウェア・ネットワ
ーク等の環境整備を達成するため、ク
ラウド活用、低価格パソコンの導入、
ネットワーク・５G 通信の活用、ＢＹ
ＯＤを視野に入れた目標の設定とロード
マップの策定（2019 年度）【ＩＴ・
総・文・経】 

 

【計画通り進捗】 

 「GIGA スクール構想の実現」において、ＩＣＴ環
境整備のためのロードマップ、ネットワークや端
末等の仕様書、クラウド活用の調達促進に向けた
ガイドブックを策定した。 
 「GIGA スクール構想の実現」のための整備に必要

な経費を令和元年度補正予算に計上した他、新型
コロナウイルス感染拡大への対応として、計画を
前倒しして実現に向けて加速するための検準・準
備を実施した。 
 しかしながら、端末更新時の費用負担のあり方等

「GIGA スクール構想の実現」実施後に想定される
課題の検討が引き続き必要である。 

・ 【新規】「GIGAスクール構想の実現」
の下、整備される生徒１人１台端末の
更新時の費用負担のあり方（例えば、
教材費の見直し等によるBYOD実施、
BYOD実施時の生活困窮者への対応、
または自治体負担による再整備等）の
検討（2021年度）【ＩＴ・総・文・経】 

・ ＩＣＴ環境の整備状況やＩＣＴの活用
状況などの見える化及び、確実な整備
促進のための具体的な方策の検討・実
施（2019 年度）【総・文】 

 

【計画通り進捗】 

・ 「平成 30 年度学校における教育の情報化の実態等
に関する調査結果」として市町村ごとのＩＣＴ環
境整備状況を見える化した。 

・ 各自治体が確実に整備できるように、端末・ネッ
トワーク工事に関する標準仕様書や整備モデル例
の提示等、「ＧＩＧＡスクール構想の実現」パッ
ケージにおいて様々な施策を講じているところ。 

・ 引き続き、「GIGA スクール構想の実現」に向け、
見える化した状況を参考に、各自治体が確実に整
備するよう不断の改善を図る。 
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・ カリキュラム・マネジメントの視点を
踏まえ、産学連携や地域連携によるＳ
ＴＥＡＭ教育の事例の構築や収集、モ
デルプラン提示と全国展開（2019 年
度）【総・文・経】 

 

【一部未了】 

・ 中央教育審議会での議論を進めつつ、STEAM 教育
の事例収集を行い、各学校の取り組みの参考とな
るように文部科学省 HP にて順次モデルプランと
して公開した。 

・ また、「学びと社会の連携促進事業」においてオ
ンラインの STEAM ライブラリを構築するために
STEAM プログラムを１０個程度開発した。 

・ さらに、子どもたちが地域の人たちと共に ICT 活
用スキルを学ぶ場を提供する地域 ICT クラブの実
証事業を実施し、運営ノウハウ等を取りまとめて
公表した。 

・ 【更新】カリキュラム・マネジメント
の視点を踏まえ、産学連携や地域連携
によるSTEAM教育のさらなる事例構築
や収集、モデルプラン提示と全国展開
（2020年度）【総・文・経】 

 
・ 【新規】大学や国立研究開発法人等の

研究機関等において取り扱われている
研究テーマや社会課題を題材にしたＳ
ＴＥＡＭ教育コンテンツの開発（2021
年度）【経・文】 

・ 現職教員のデータサイエンス・ＡＩリ
テラシー向上のための学習機会の提供
（2020年度）【文】 

・ 小学校プログラミング教育に関する教師の自習や
研修等に活用できる映像やテキストの教材等を作
成し、公表・周知した。 

・ 「中学校技術・家庭科（技術分野）におけるプロ
グラミング教育推進のための実践事例等に関する
調査研究」を作成し公表した。 

・ 情報に関する研修用教材の作成にかかる経費を
2020 年度予算に計上した。 

・ 都道府県教育委員会の指導主事等を対象とした説
明会等において、統計等、データサイエンス・AI
リテラシー向上のための現職教員向けの研修の機
会について周知した。 

・ 【継続】現職教員のデータサイエンス・Ａ
Ｉリテラシー向上のための学習機会の提供
（2020年度）【文】 
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・ 学校内外における児童生徒の学びや
プロジェクトの記録を保存する学習
ログ等について、標準化や利活用の
在り方についての基本方針の提示
（2020 年度）【ＩＴ・個情・文・
経】 

 

 学校内外における生徒の学びやプロジェクトの記
録を保存する学習ログ等教育ビッグデータの利活
用については、2019 年 6 月に「新時代の学びを支
える先端技術活用推進方策（最終まとめ）」を公
表し、その基本方針や ICT 先端技術の活用に関す
る基本的考え方を示した。 
 教育データ標準化について 2020 年度中に一定の結

論を得るよう、産学の有識者を交え議論中。 
 また、コロナ禍において顕在化したように、従来

の一斉型指導が困難な状況においては、一層の生
徒の学びの個別最適化が重要である。このための
学習ログ等の活用の在り方についても検討する必
要がある。 

 【更新】学校内外における児童生徒の学び
やプロジェクトの記録を保存する学習ログ
や健康状態等について、転校や進学等にか
かわらず継続的にデータ連携や分析を可能
にするための標準化や利活用を進めるとと
もに、クラウド活用を基本とするＩＣＴ環
境の整備、個人情報保護等についての基本
方針の提示（2020年度）【ＩＴ・個情・総・
文・経】 

 
・ 【新規】児童生徒の学びの個別最適化促

進に向けた、学習ログ等の活用の在り方
の検討（2020年度）【ＩＴ・個情・総・
文・経】 

・ グローバルな社会課題を題材にし
た、産学連携ＳＴＥＡＭ教育コンテ
ンツのオンライン・ライブラリーの
構築（2020 年度）【文・経】 

・ 「未来の教室」実証事業において、民間教育産業
と大学、学校現場との連携により、オンラインラ
イブラリーに載せる STEAM プログラムを１０件
程度開発し、新たな学習方法の効果について、実
証を行った。 

・ 「GIGA スクール構想の実現」により、教育におけ
る ICT 環境が飛躍的に向上するため、これまで以
上に STEAM 教育の推進が求められる。 

・ 【更新】「GIGAスクール構想の実現」
と連携し、グローバルな社会課題を題材
にした、産学連携ＳＴＥＡＭ教育コンテ
ンツの充実、オンライン・ライブラリー
の構築（2020年度）【文・経】 

・ 実社会で必要となる知識・技能、思
考力・判断力・表現力等を学習する
環境の整備（ＥｄＴ ｅｃｈ等の活
用）（2022 年度） 【 文・経】 

 

・ 2019 年 6 月に「新時代の学びを支える先端技術活
用推進方策（最終まとめ）」を公表し、教育ビッ
グデータの利活用に関する基本方針や ICT 先端技
術の活用に関する基本的考え方を示した。 

・ 取組に記載の資質・能力をバランスよく育成する新

・ 【更新】実社会で必要となる知識・技
能、思考力・判断力・表現力等を学習す
る環境の整備（ＥｄＴ ｅｃｈ等の活用、
年間授業時数や標準的な授業時間の在り
方を含む教育課程の在り方の検討）
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学習指導要領の着実な実施に向けて、趣旨の周知・
徹底、教員研修に関する指導・助言等、必要な施策
を進めた。 

・ EdTech の活用等教育イノベーションの普及を図る
取り組みを進めるともに、加速させるための予算
措置を実施した。 

・ EdTech 等先端技術の活用など多様な指導形態・方
法を踏まえ、年間授業時数や標準的な授業時間等
の在り方を含む教育課程の在り方についても検討
が必要。 

（2022年度） 【 文・経】 
 

・ 【新規】学校現場における先端技術利活
用ガイドラインの策定（2020年度）
【文】 

・ 希望する全ての小中学校で早期に遠
隔教育を利活用（遅くとも 2024 年
度）【総・文・経】 

・ 遠隔教育の利活用促進に向けて、「遠隔教育シス
テム導入実証研究事業」を実施し、そのノウハウ
を整理した「遠隔教育活用推進ガイドブック」を
作成した。また、「遠隔教育特例校制度」の創設
に関する省令・告示を公布・施行した。 

・ しかしながら、コロナ禍においても学びの持続
性・公平性を確保するためには、全ての小中学校
で遠隔教育を前倒しして整備する必要がある。 

・ 【更新】「GIGAスクール構想の実現」の
前倒しにあわせ、希望する全ての小中学校
で早期に遠隔教育を利活用（2020年度）
【総・文・経】 

・  ・  ・ 【新規】ＩＣＴに精通した外部人材の利活
用により、新型コロナウイルスの感染拡大
等において需要が高まっている遠隔授業に
必要な教育現場のＩＣＴ環境の整備・運用
を担保（2020年度）【文、経】 

・  ・  ・ 【新規】「統合型校務支援システム」を含
む、クラウド活用を基本とする教育現場の
負荷軽減に資するＩＣＴ環境の導入促進
（2022 年度）【ＩＴ・総・文・経】 
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（２）応用基礎教育 
＜具体目標１＞ 
文理を問わず、一定規模の大学・高専生（約 25 万人 卒/年）が、自らの専門分野への数理・データサイエンス・ＡＩの応用基礎力を習得 
このために、大学入試において数理・データサイエンス・ＡＩの応用基礎力の習得が可能と考えられる入学者の選抜を重点的に行う大学を支援 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 数理・データサイエンス・ＡＩ分野を含

めた、教育効果の高い大学・高専におけ
るインターンシップを表彰、グッドプラ
クティスの普及促進（2019 年度）【文】 

【計画通り進捗】 

・ 「大学等におけるインターンシップ表彰」
について、数理・データサイエンス・AI 分
野におけるインターンシップの取組につい
て特別賞を設けて実施した。 

 

・ 大学・高専における、応用基礎レベル
の標準カリキュラム・教材の開発と全
国展開（2020 年度）【文・経】 

・ 自らの専門分野で活用できる応用基礎レベ
ルのモデルカリキュラムの 2020 年度中の
策定・公表を目指し準備中。 

・ まずはリテラシーレベルの教材開発と全国
展開、認定制度の構築を着実に進めること
を優先する。 

・ 【更新】リテラシーレベルの議論も参考に、大
学・高専における、応用基礎レベルのモデルカ
リキュラムの検討（2020年）及びそれに基づ
く教材の開発と全国展開（2021年度）【文・経】 

・ カリキュラムに数理・データサイエン
ス・ＡＩ教育を導入するなどの取組状況
等を考慮した、大学・高専に対する運営
費交付金や私学助成金等の重点化を通じ
た積極的支援（2020 年度）【文】 

・ 数理・データサイエンス・ＡＩ教育をカリ
キュラムに導入するなどの取組状況等を考
慮した大学・高専に対する支援を実施する
ため、必要な経費を国立大学運営費交付機
や私立大学経常費補助金に 2020 年度予算
に計上。 

・ 【継続】カリキュラムに数理・データサイ
エンス・ＡＩ教育を導入するなどの取組状
況等を考慮した、大学・高専に対する運営
費交付金や私学助成金等の重点化を通じた
積極的支援（2020年度）【文】 

・ 大学・高専における、応用基礎レベルの認
定コース（（４）参照）の導入（2021 年
度）【CSTI・文・経】 

・ 数理・データサイエンス・AI 教育プログラ
ム認定制度検討会議においてリテラシーレ
ベルの制度について議論し、報告書を取り
まとめた。 

・ 【更新】大学・高専における、応用基礎レベル
の認定教育プログラム（（４）参照）に係る制
度の構築・運用（2021年度）【CSTI・文・経】 
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・ 応用基礎レベルの認定の在り方については
2020 年度に検討予定。 

・ 一定規模の大学・高専生（約 25 万人卒/
年）が、卒業までに、自らの専門分野で
の数理・データサイエンス・ＡＩの学
習・学修を経験できる環境を整備（外国
の優良教材の活用も含むＭＯＯＣの活
用・拡充、外部専門家、ＡＩ×専門分野
のダブルメジャー等の学位取得が可能な
制度の活用を含む）（2022 年度）【文】 

・ 自らの専門分野で活用できる応用基礎レベ
ルのモデルカリキュラムについては、2020
年度中の策定・公表を目指すとともに、数
理・データサイエンス・AI 教育の拠点校・
協力校を中核に全国の大学への普及・展開
を実施予定。 

・ また、各大学で策定された数理・データサ
イエンス・AI 教育プログラムについて、
MOOC を通じた他大学提供への働きかけ
を行う予定。 

・ 【継続】一定規模の大学・高専生（約 25 
万人卒/年）が、卒業までに、自らの専門分
野での数理・データサイエンス・ＡＩの学
習・学修を経験できる環境を整備（外国の
優良教材の活用も含むＭＯＯＣの活用・拡
充、外部専門家、ＡＩ×専門分野のダブル
メジャー等の学位取得が可能な制度の活用
を含む）（2022年度）【文】 

・ 数理・データサイエンス・ＡＩの応用
基礎力を習得できると考えられる入学
者を選抜する大学入試を積極的に実施
する大学を重点的に支援（2022 年度）
【文】 

・ 大学入学者選抜改革推進委託事業による
『情報学的アプローチによる「情報科」大
学入学者選抜における評価手法の研究開
発』を進め、最終成果報告書を取りまとめ
た。 

・ 同報告書を説明会等の場で紹介・周知予
定。 

・ 【継続】数理・データサイエンス・ＡＩの応
用基礎力を習得できると考えられる入学者を
選抜する大学入試を積極的に実施する大学を
重点的に支援（2022年度）【文】 

・ 上記取組等を通じて、数理・データサイ
エンス・ＡＩ分野の履修が可能となる環
境整備を行うとともに、同分野での留学
生の受け入れを促進（2022 年度）【文】 

・ 同分野の教育プログラムを公募・採択し、
外国人留学生の優先配置を実施予定。 

・ 【継続】上記取組等を通じて、数理・デー
タサイエンス・ＡＩ分野の履修が可能とな
る環境整備を行うとともに、同分野での留
学生の受け入れを促進（2022年度）【文】 

・  ・  ・ 【新規】全国の大学・高専の数理・データ
サイエンス・AI教育（応用基礎レベル）に
提供可能な実データ・実課題を民間企業等
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から公募し、整理、必要な処理をしたうえ
で、各大学・高専向けにホームページ等に
て公表・提供（2021年度）【文・経】 

・  ・  ・ 【新規】数理・データサイエンスに関する
大学・高専のコンソーシアムを組織し、全
国的な教育支援体制（FD活動、コンテンツ
充実等）を整備し、継続的に運営（2021年
度）【文】 

 
＜具体目標２＞ 
地域課題等の解決ができるＡＩ人材を育成（社会人目標約 100 万人/年） 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 全国で第四次産業革命スキル習得講座認

定制度の受講の機会を確保するため、e-
ラーニング等を活用した数理・データサ
イエンス・ＡＩ関連講座を拡大（2020 
年度に 100 講座）【経】 

 

 第四次産業革命スキル習得講座認定制度の
受講の機会を拡大中（これまで 72 講座を
認定）。 

 さらに、2020 年 1 月からすべての授業を e
ラーニングで行う講座を第四次産業革命ス
キル習得講座の認定対象に拡大した。 

 2020 年 10 月以降の認定講座数は 109 講座
が予定されている。 

・ 【更新】全国で第四次産業革命スキル習得講
座認定制度の受講の機会を確保するため、e-ラ
ーニング等を活用した数理・データサイエン
ス・ＡＩ関連講座を拡大（2022年度に 150 講
座）【経】 

・ 公設試や国研等による、地域拠点人材に
対する応用基礎教育の拡充、及び当該人
材を中核にした、地域を担う社会人に対
するリカレント教育拡大の推進（2020 
年度）【総・文・農・経】 

・ 産業技術連携推進会議の活動として、座学
及びハンズオン実習からなる公設試向け
AI/IoT 道場を開催。2019 年度は 5 度の開
催にて公設試等 32 機関から 86 名の参加が
あった。 

・ 【継続】公設試や国研等による、地域拠点人
材に対する応用基礎教育の拡充、及び当該人
材を中核にした、地域を担う社会人に対する
リカレント教育拡大の推進（2020 年度）
【総・文・農・経】 
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・ 公設試と、産総研の設備を繋いだスマート
工場のテストベッドを構築し、地域企業等
の IoT 導入の支援体制強化、及び、AI・
IoT に係るスキルに関する公設試人材の育
成を行う「つながる工場テストベッド事
業」について 2020 年 3 月に公募開始。を
整備。2020 年 7 月の事業開始を目指す。 

・ 地域の産業界と大学、高専、専門高校、
課題解決型 AI 人材育成事業等が連携し
た、地域の課題発見と共同解決のための
環境を整備（2025 年度に全国 200 箇
所）【総・文・経】 

地域の課題発見と共同解決のための環境に
ついては、１０１箇所の整備を実施した。 

・ 【継続】地域の産業界と大学、高専、専門高
校、課題解決型 AI 人材育成事業等が連携し
た、地域の課題発見と共同解決のための環境
を整備（2025 年度に全国 200 箇所）【文・
経】 

 
 

（３）エキスパート教育 
＜具体目標＞ 
エキスパート人材（約 2,000 人 16/年、そのうちトップクラス約 100 人 17/年）を育成するとともに、彼らがその能力を開花・発揮し、イノベー

ションの創出に取り組むことのできる環境を整備 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 大学院生や博士号取得者等に対する、デー

タサイエンス等の教育プログラムを開発・
展開（2019 年度）【文】 

【計画通り進捗】 

・ ５拠点大学において教育プログラムの開
発・実施を行うとともに、2019 年 8 月に大
阪大学を幹事機関とする全国ネットワーク
の構築拠点を選定し、博士人材に対するデ

・ 【新規】博士人材等に対するデータサイエン
ス等の教育プログラムを開発・実施するとと
もに、機関間の連携や他機関への普及・展開
を図る全国ネットワークを構築 （2020年度）
【文】 
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ータサイエンス等の教育プログラム普及に
向けた体制を整備した。 

・ 構築拠点を中核に、整備した体制を全国ネ
ットワークに発展させ、教育プログラムの
普及・展開を図る。 

・ 数理・データサイエンス・AI に関する教育
について先進的な取組を行う高等学校等と
連携し、博士人材を派遣することなどによ
り、高等学校等での探究的な学習を促進す
るための予算を計上した。 

・ 民間団体等が実施するコンテスト等と大学
教育との連携方法の検討（2019 年度）
【文・経】 

【計画通り進捗】 

・ 大学生も対象となる民間団体等が実施する
コンテストを文部科学省と経済産業省で後
援するなど、コンテストを通じた教育の促
進を実施した。 

・ 例えば、日本ネットワークセキュリティ協
会が実施する SCCON CTF 大会対して、文
部科学大臣賞と経済産業大臣賞を交付、Ｕ
－22 プログラミング・コンテスト実行委員
会が実施するＵ－22 プログラミング・コン
テストに対し、文部科学省から後援名義、
経済産業省からは大臣賞を交付した。 

 

・ 欧米、アジア（シンガポール、ベトナ
ム、タイ、インドなど）、オーストラリ
ア、中東並びにアフリカ地域（ＴＩＣ
ＡＤ７（横浜）の機会を活用）の大
学・研究機関・研究支援機関等との連

【計画通り進捗】 

・ TICAD７の機会を活用するなど、国外大
学・研究機関等との連携として以下の取組
を実施。 

・ 【新規】人工知能研究開発ネットワークを通
じ、欧米、アジア等国外の大学・研究機関・研
究支援機関等との連携強化（2020年度）（再
掲）（II－２（１―B）参照）【CSTI・総・外・
文・経】 
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携強化（2019 年度）（再掲）（II－２
（１―B）参照）【総・外・文・経】 

 2019 年 8 月開催のＴＩＣＡＤ7（横浜）
において発表した「TICAD7 における日
本の取組」に「科学技術を通じた SDGs
の実現(STI for SDGs) のための国際共同
研究及び国際機関等と連携した研究開発
成果の社会実装・実用化を促進」等を明
記した。 

 理化学研究所 AIP において MoU 締結機
関（43 機関）の学生受け入れを行い、8
件の合同ワークショップを開催した。 

 産業技術総合研究所とフランス Inria と
の間で、人工知能技術を含む情報・通信
技術分野における MoU を締結した。 

・ 国外機関との連携は重要であり、2019 年
12 月に発足した「人工知能研究開発ネット
ワーク」を通じて国外機関との連携を強化
する。 

・ 「新しい学びの場」となる学校外の活
動へのアクセスを容易にすることを含
む、年齢を問わない先鋭的な人材の育
成、発掘、引き上げに資する方策の検
討（2019 年度）【CSTI・知財・総・
文・経】 

【計画通り進捗】 

・ 子どもたちが社会人、高齢者等とともにプ
ログラミング等の ICT 活用スキルを学ぶ場
を提供する地域 ICT クラブの実証事業を実
施し、当該実証で得られた運営ノウハウ等
を取りまとめて公表した。 

・ また、知財創造教育の全国展開に向けて、
各地域における、特定の才能に秀でた人材
育成等、小・中・高等学校等の取組につい
て調査分析を行った。 

・ 【新規】知財創造教育の取組調査や地域
ICTクラブの実証事業の運営ノウハウ等を
活用した「新しい学びの場」となる学校外
の活動の普及促進を含む、年齢を問わない
先鋭的な人材の育成、発掘、引き上げに資
する方策の具体化（2020年度）【CSTI・知
財・総・文・経】 
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・ しかしながら、年齢を問わない先鋭的な人
材の育成、発掘、引き上げは現在の日本の
教育システムにおいて普及しているとは言
えない。事例を積み重ねつつ、引き続き検
討を発展・具体化させる必要がある。 

・ 若手研究者の海外挑戦機会の拡充（2020 
年度）（再掲）（II－２（１―B）参照）
【文・経】 

・ JST-AIP ネットワークラボにて、日独仏 AI
研究の共同研究公募を実施した。 

・ 【継続】若手研究者の海外挑戦機会の拡充
（2020年度）（再掲）（II－２（１―B）参
照）【文・経】 

・ データサイエンス・ＡＩを応用して問題を
発見し解決する、ＰＢＬを中心とした課題
解決型Ａ Ｉ人材育成制度の検討・実施及び
国際展開（2020 年度）【経】 

・ 参加者同士が AI 活用を通し、オンライン主
体で学び合う課題解決型 AI 人材育成事業
（AI Quest）を開始した。 

・ 2019 年 10 月から 2020 年 2 月にかけて
200 人程度を集め、実際の企業の課題に基
づくケーススタディを中心とした「実践的
な学びの場」において、育成手法や教材の
在り方などについて実証し、教材作成や拡
大生産性のある育成手法について解決すべ
き課題を得た。 

・ 【継続】データサイエンス・ＡＩを応用して問
題を発見し解決する、ＰＢＬを中心とした課題
解決型Ａ Ｉ人材育成制度の検討・実施及び国
際展開（2020年度）【経】 

・ 未踏ＩＴ人材発掘・育成事業の中に、
実践的あるいは数理的研究によりＡＩ等
の情報処理を革新することをターゲッ
トとする部門を設定（2020 年度）
【経】 

・ 未踏ターゲット事業の中に、AI 等の情報処
理を革新することを目標とした部門を設定
することについて、有識者へのヒアリング
等を通じて検討中。 

・ 【更新】未踏ターゲット事業の中に、実践的あ
るいは数理的研究によりＡＩ等の情報処理を革
新することをターゲットとする部門を設定
（2020年度）【経】 

・ 高度な数理教育を習得した人材の研究
開発インターンシップ等の促進
（2020 年度）【文・経】 

・ 博士後期課程学生の研究インターンシップ
に取り組む産学協働イノベーション人材育
成協議会（C-ENGINE）の活動を通じ、理

・ 【更新】高度な数理教育を習得した博士人材
の研究開発インターンシップ等の促進（2020
年度）【文・経】 
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工系人材の研究型インターンシップの活用
促進を支援した。 

・ 2019 年度は、数学異分野・異業種交流会等
と連携し、15 名の数物系学生のインターン
シップを実施した。 

・ 国際的なＡＩ及び関連学会の積極的
誘致とその支援（2020 年度）
【CSTI・総・文・経・国】 

・ 国際人工知能会議（IJCAI）が 2020 年 7 月
に横浜で開催することが決定し、その支援
のため人工知能研究開発ネットワークがス
ポンサーとなり、中核会員である産総研・
理研・NICT が費用捻出する方向で、IJCAI
事務局と調整中。 

・ しかしながら、新型コロナウイルス感染拡
大の影響で、7 月横濱開催を見送り、2021
年 1 月以降の延期の見込みとなった。 

・ 【継続】国際的なＡＩ及び関連学会の積極的
誘致とその支援（2021年度）【CSTI・総・
文・経・国】 

・ 優秀な外国人の定着化に向けた、以下を含
む、大学・研究機関の国際化と多様性の推
進（2020 年度）【CSTI・文・経】 
 外国人研究者や女性の幹部登用等 
 外国との共同研究や外国人メンバーへの

支援業務等を中心に、段階的に事務の英
語化への対応、事務職員の英語対応力向
上（英語で事務執行が可能となるレベル
への引き上げ） 

・ 大学の国際競争力の強化及びグローバル人
材育成を目指し、スーパーグローバル大学
創成支援事業を推進中。成果指標である
「外国語力基準を満たす専任職員の割合」
が 2014 年度 9.9%→2019 年度 17.4%に向
上。各大学の具体的な取組例以下の通り。 
 グローバル化対応能力向上を目的とした

職員研修体系化、TOEIC-IP テスト実
施、国際連携ネットワークの構築や研究
力強化を目的とする「Campus-in-
Campus」設置による職員交流推進等 

 外国語力基準を満たす専任職員の割合 

・ 【継続】優秀な外国人の定着化に向けた、以下
を含む、大学・研究機関の国際化と多様性の推
進（2020年度）【CSTI・文・経】 
 外国人研究者や女性の幹部登用等 
 外国との共同研究や外国人メンバーへの支

援業務等を中心に、段階的に事務の英語化
への対応、事務職員の英語対応力向上（英
語で事務執行が可能となるレベルへの引き
上げ） 
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・ 「求人公募における海外からの応募に係る
負担の軽減（web 公募の拡大等）」に関し
て、大学等における採用公募・面接のオン
ライン化の取組事例を周知した。 

・ 理研 AIP において、以下の取組を推進。 
 外国人研究者 100 名、海外インターン 63

名の受け入れ実施 
 各種事務システムを日英対応化 
 英語で支援業務可能な要員の複数名採

用。 
・ ＡＩ×専門分野における高度人材を育成す

る、産業界と連携した教育プログラムの構
築（2021 年度）【文・経】 

・ AI×専門分野等「学部、研究科等の組織の
枠を越えた学位プログラム」による融合的
な教育を可能とするため、所要の規定を改
正した（令和元年８月 13 日改正・施
行）。 

・ 【継続】ＡＩ×専門分野における高度人材を育
成する、産業界と連携した教育プログラムの構
築（2021年度）【文・経】 

・  ・  ・ 【新規】研究成果等を基に起業や新事業創出を
目指す人材の育成に向け、大学等において、学
生や若手研究者等への学習と実践を通じたアン
トレプレナーシップ教育やそのネットワーク構
築。（2020年度）【文】  

・  ・  ・ 【新規】数理・データサイエンス・AI教育を支
えるための、データ解析を含む統計学等の専門
教員養成システムの構築（2020年度）【文】 

 
 



34 
 

（４）数理・データサイエンス・ＡＩ教育認定制度 
＜具体目標１＞ 
大学・高専の卒業単位として認められる数理・データサイエンス・ＡＩ教育のうち、優れた教育プログラムを政府が認定する制度を構築、普及促進 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 認定制度創設に向けて、企業・大学・高

専・高校等の関係者による議論の枠組みを
設置し、認定方法やレベル別の認定基
準、産業界での活用方策等を検討（2019 
年度）【CSTI・文・経】 

【計画通り進捗】 

・ 企業・大学・高専・高校等の有識者による
「数理・データサイエンス・AI 教育プログ
ラム認定制度検討会議」を立ち上げ、リテ
ラシーレベルの認定制度について検討し、
報告書を取りまとめた。 

・ 報告賞に基づき制度の構築を進めるととも
に、応用基礎レベルの認定制度についても
議論を進める。 

・ 【新規】応用基礎レベルの認定制度創設に向
けて、企業・大学・高専・高校等の関係者に
よる議論の枠組みにおいて、認定方法やレベ
ル別の認定基準、産業界での活用方策等を
検討（2020年度）【CSTI・文・経】 

・ 制度創設の参考として、すでに大学等で
実施されているプログラムの中から、グ
ッドプラクティスを募集・共有（2019 年
度）【CSTI・文・経】 

【計画通り進捗】 

・ 大学等における、数理・データサイエン
ス・AI 教育普及のモデルとなるプログラム
を募集し、HP にて共有した。 

・ また、これらのサンプルモデルプログラム
（73 校）の内容を認定制度検討会議にて共
有し、認定制度構築の議論に活用した。 

 

・ 検討結果を踏まえた認定制度を構築し、コ
ース認定を開始（2020 年度）【CSTI・文・
経】 

・ リテラシーレベルのモデルカリキュラムを
策定するとともに、認定制度の検討を完了
した。 

・ 【更新】数理・データサイエンス・ＡＩ教育
プログラム認定制度（リテラシーレベル）検
討会議の報告書を踏まえた認定制度を構築
し、その運用を開始及び全国への周知（2020



35 
 

年度）【CSTI・文・経】 

・ 諸外国における、相当する制度の有無
の調査及び国際的連携（認定コースの
活用拡大等） に向けた協議を開始
（2020 年度）【CSTI・文・経】 

・ 認定制度検討会議において、諸外国の認定
制度等の調査を実施した。 

・ また、G20-DETF において、我が国の認定
制度の検討状況を紹介した。 

・ 【更新】諸外国との国際的連携（認定コー
スの活用拡大等） や国際的人材育成、認
定制度の国際展開等に向けた協議を開始
（2020年度）【CSTI・文・経】 

・ 学校と企業との連携を以下のとおり促進： 
 認定コースの履修の有無及び学修成果

を、産業界が就職の際に参考とする方策
（例えばエントリーシートに記載欄を設
ける等）を産学官の協働で推進（2020 年
度）【再チャレンジ・CSTI・文・厚・
経】 

・ 認定制度検討会議において、学生の履修成
績状況を企業に届ける営み及びその活用を
紹介した。 

・ 【継続】学校と企業との連携を以下のとおり
促進： 
 認定コースの履修の有無及び学修成果を、産

業界が就職の際に参考とする方策（例えばエ
ントリーシートに記載欄を設ける等）を産
学官の協働で推進（2020年度）【再チャレン
ジ・CSTI・文・厚・経】 

 教育界・産業界が連携し、連携拡大の方
策（例えばインターン、リカレント教
育、外部講師派遣等）を検討・実施する
ことを促進（2021 年度）【CSTI・文・
経】 

・ 認定制度検討会議の報告書において、以下
が盛り込まれた。 
 産業界における活用および連携・協力と

してインターンや外部講師の活用 
 国の役割として、認定制度の周知や産業

界への協力の呼びかけ。 

 【継続】教育界・産業界が連携し、連携拡
大の方策（例えばインターン、リカレント
教育、外部講師派遣等）を検討・実施する
ことを促進（2021年度）【CSTI・文・経】 

・  ・  ・ 【新規】認定制度検討会議の報告書を踏ま
え、産業界が大学等における認定プログラ
ムに基づく教育の成果を高め、その成果を
生かすために、積極的に連携・協力してい
くことを推進。（2020年度）【CSTI・文・
経】 

・  ・  ・ 【新規】認定制度検討会議の報告書を踏ま
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え、大学での活用や産業界の連携・協力を
促進するため、認定制度の改善・見直しに
関する検討の場を設定等、数理・データサ
イエンス・ＡＩ教育の導入や改善を後押し
するための積極的支援。（2020年度）
【CSTI・文・経】 

・  ・  ・ 【新規】数理・データサイエンス・AI教育
の専門的な知見や大学教育にかかる幅広い
知見を有する適切な機関等において審査を
実施（2021年度）【文】 

 
＜具体目標２＞ 
政府が認定する優れた数理・データサイエンス・ＡＩ関連の教育・資格等を普及促進 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ ＩＴパスポート試験等におけるＡＩ関連

出題の強化（2019 年度）と高等学校等に
おける活用の促進（2022 年度）（再掲）
（（１）参照）【文・経】 

 

・ 【2019 年度分について計画通り進捗】 
 

・ ＩＴパスポート試験におけるＡＩ関連出題
を強化等を実施した。具体的には、新たな
技術である AI や IoT など第 4 次産業革命
に対応した試験内容に拡充するとともに、
情報Ⅰの関連情報を収集した。 

・ 【更新】ＩＴパスポート試験等の高等学校
等における活用の促進（2022年度）（再
掲）（（１）参照）【文・経】 

・ 全国で第四次産業革命スキル習得講座認定
制度の受講の機会を確保するため、e-ラー
ニング等を活用した数理・データサイエン
ス・ＡＩ関連講座を拡大（2020 年度に 
100 講座）（再掲）（（２）参照）【経】 

 

・ 第四次産業革命スキル習得講座認定制度の
受講の機会を拡大中（これまで 72 講座を
認定）。 

・ さらに、2020 年 1 月からすべての授業を e
ラーニングで行う講座を第四次産業革命ス
キル習得講座の認定対象に拡大した。 

・ 【更新】全国で第四次産業革命スキル習得講
座認定制度の受講の機会を確保するため、e-
ラーニング等を活用した数理・データサイエ
ンス・ＡＩ関連講座を拡大（2022年度に 
150 講座）（再掲）（（２）参照）【経】 
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・ 2020 年 10 月以降の認定講座数は 109 講座
が予定されている。 

・ データサイエンス・ＡＩを応用して問題
を発見し解決する、ＰＢＬを中心とした
課題解決型ＡＩ 人材育成制度の検討・実
施及び国際展開（2020 年度）（再掲）
（（３）参照）【経】 

・ 参加者同士が AI 活用を通し、オンライン主
体で学び合う課題解決型 AI 人材育成事業
（AI Quest）を開始した。 

・ 2019 年 10 月から 2020 年 2 月にかけて
200 人程度を集め、実際の企業の課題に基
づくケーススタディを中心とした「実践的
な学びの場」において、育成手法や教材の
在り方などについて実証し、教材作成や拡
大生産性のある育成手法について解決すべ
き課題を得た。 

・ 【継続】データサイエンス・ＡＩを応用して
問題を発見し解決する、ＰＢＬを中心とした
課題解決型ＡＩ 人材育成制度の改善・実施
及び国際展開（2020年度）（再掲）（（３）参
照）【経】 
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（５）新型コロナウイルス対応 
2020 年度以降（の取組） 
 【新規】「ＧＩＧＡスクール構想の実現」の加速を進め、児童生徒１人１台端末の整備、家庭でも繋がる通信環境を整備（2020 年度）【Ｉ

Ｔ・総・文・経】 
 【新規】ＩＣＴ活用のための人材の充実などを通じて学校教員による遠隔・オンラインでの指導や面談等を実施できる環境を整備（2020 年

度）【文】 
 【新規】 自然災害や感染症拡大によって高度専門人材育成が停滞しないよう、初等中等教育機関のみならず、高等教育機関においても、遠隔

授業の環境を構築（2020 年度）【文】 
 【新規】時間・距離の制約のない個別最適で効果的な学び・指導を実現するため、最先端通信技術（５Ｇ）の活用モデルの構築。（2020 年

度）【総】 
 【新規】学校内外における児童生徒の学びやプロジェクトの記録を保存する学習ログや健康状態等に関する標準化や利活用、ＩＣＴ機器等の調

達方針、個人情報保護等についての基本方針提示（2020 年度）【ＩＴ・個情・総・文・経】 
 【新規】在宅学習等を後押しするため、５Ｇ等の高速・大容量無線通信の前提となる情報通信ネットワークの整備を支援（2020 年度）【総】 
 【新規】ポストコロナの社会変革の駆動力となるべき若い才能の挑戦を支援するため、オンライン・コンテンツ化による学習支援や指導人材の

養成を図るとともに、ICT インフラ等を含めた起業活動のための環境整備や地方を含めたアントレプレナーシップ教育を推進（2020 年度）
【CSTI・文・経】 
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Ⅱ－２ 研究開発体制の再構築 
（１） 研究環境整備 

（１―A）中核的研究ネットワークの構築 
＜具体目標１＞ 
本戦略に即した推進体制の下でのＡＩ関連中核センター群の強化・抜本的改革 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 理研 AIP、産総研 AIRC 及び NICT のＡ

Ｉ関連センターにおける研究開発につい
て、本戦略に対して、研究開発目標・体
制・内容等の整合を図るために、ＡＩ戦略
実行会議を核とした推進体制を確立し、そ
の下でのアクションプランを設定し、実行
（2019 年度）【CSTI・総・文・経】 

【一部未了】 

 2019 年 10 月に AI 戦略実行会議有識者及び
AI 関連中核センター群（理研 AIP、産総研
AIRC、及び NICT UCRI、CiNet）の長か
らなる「AI ステアリング・コミッティー」
を立ち上げ、AI 戦略実行会議を核とした推
進体制を確立した。 
 AI ステアリング・コミッティーにおいて、

アクションプランについて検討中。 

 【更新】ＡＩ戦略実行会議の下に設立した「ＡＩ
ステアリング・コミッティー」を通じて、理研 
AIP、産総研 AIRC 及び NICT のＡＩ関連セ
ンターにおける研究開発について、アクション
プランを設定し、実行（2020年度）【CSTI・
総・文・経】 

 

 理研 AIP、産総研 AIRC 及びNICT のＡ
Ｉ関連センターにおける、本戦略に即したマ
ネジメント体制の強化（本戦略の研究開発項
目の達成に貢献するチーム編成、人材登用
を含む）（2020 年度）【CSTI・総・文・
経】 

 「AI ステアリング・コミッティー」におい
て、理研 AIP、産総研 AIRC 及び NICT 
のＡＩ関連センターにおけるマネジメント体
制の強化についても検討している。 

 【更新】ＡＩ戦略実行会議の下に設立した「ＡＩ
ステアリング・コミッティー」を通じて、理研 
AIP、産総研 AIRC 及びNICT のＡＩ関連セ
ンターにおける、本戦略に即したマネジメント
体制の強化（本戦略の研究開発項目の達成に貢
献するチーム編成、人材登用を含む）（2020 
年度）【CSTI・総・文・経】 
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＜具体目標２＞ 
ＡＩ関連中核センター群を中核に、ＡＩ研究開発に積極的に取り組む大学・公的研究機関と連携した、日本の英知（実装に強いエンジニア、ＡＩ研

究者、基礎となる数学・情報科学の研究者を含む）を発掘・糾合し、研究開発等の機会を提供する、本戦略に即した「ＡＩ研究開発ネットワー
ク」の構築 

取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 本戦略に即して、前述の推進体制の下で、

ＡＩ関連中核センター群及び参画大学・研
究機関等を束ねる「ＡＩ研究開発ネットワ
ーク」の設置（2019 年度）【CSTI・総・
文・厚・農・経・国】 

【計画通り進捗】 

 2019 年 12 月産総研・理研・NICT を中核
とした日本の大学・公的機関からなる「人
工知能研究開発ネットワーク（AI Japan 
R&D Network）」を設置した。 
 3 月末までに 104 の機関が参画している。 
 2020 年度から各参画機関の取組を広報する

ポータルサイトの構築を完了した。 

 

 「ＡＩ研究開発ネットワーク」におけるＡ
Ｉ関連中核センター群の役割の明確化
（2019 年度）【CSTI・総・文・経】 

【計画通り進捗】 

 人工知能研究開発ネットワークにおいて、
産総研・理研・NICT を中核会員と位置づ
け、同ネットワークの運営を推進すること
とし、役割を明確化した。 

 

 基盤研究と実世界領域の橋渡しを担う産業
技術総合研究所において、「ＡＩ研究開発ネ
ットワーク」における各機関のＡＩ研究の
方向性、連携や調整等の実施、並びに産業
界との協働調整にかかる運営事務局を設置
（2019 年度）【経】 

【計画通り進捗】 

 内閣府をはじめとする関係４府省を中心と
して、ネットワークの設置要領、参加機関
等を検討し、2019 年 12 月産総研に運営事
務局を設置して、「人工知能研究開発ネッ
トワーク」の運用を開始した。 
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 「ＡＩ研究開発ネットワーク」において、以
下のような取組を実施【CSTI・総・文・
厚・農・経・国】 
 農研機構、土木研究所、科学技術振興機

構（JST）、新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）、その他の主要な国
研、並びに、ＡＩ研究開発に積極的に取
り組む大学等の参画促進（2019 年度） 

【計画通り進捗】 

 2019 年 12 月の「人工知能研究開発ネット
ワーク」立ち上げから 3 月末までに、農研
機構、土木研究所、JST、NEDO、その他の
主要な国研や大学等 104 の機関が参画して
いる。 
 2020 年度から各参画機関の社会実装プロジ

ェクトの好事例等取組を広報するポータル
サイトを構築した。中核会員については、
掲載するコンテンツについても事前準備が
完了している。 

 

 研究開発状況の意見交換、共同研究形
成・人的交流の斡旋、若手研究者支援の
実施（2019 年度） 

【未了】 

 人工知能研究開発ネットワーク設立後の役
割について企画検討したものの、人工知能
研究開発ネットワークの運営体制、参画呼
びかけ等、立ち上げを優先したことから、
具体的な取り組みまでには至っていない。 

 情報発信機能や事務局機能の強化をし、研
究者間の意見交換や人材交流・育成、好事
例の広報等を効率的・効果的に実施するた
めの具体的な計画を検討し、推進していく
必要がある。 

 【更新】人工知能研究開発ネットワークにおい
て、研究開発状況の意見交換、共同研究形
成・人的交流の斡旋、若手研究者支援を効
率的・効果的に実施するための計画を検討
（2020年度）【CSTI・総・文・厚・農・
経・国・環】 

 ＡＩ研究開発社会実装プロジェクトの好
事例の選定、広報（2020 年度） 

 【更新】人工知能研究開発ネットワーク参画機
関のＡＩ研究開発社会実装プロジェクトの
好事例の選定、広報（2020年度）【CSTI・
総・文・経】 

 海外メンバーの参加・拡充(2020 年度）  【更新】人工知能研究開発ネットワークの海外
メンバーの参加・拡充(2020年度）【CSTI・
総・文・厚・農・経・国・環】 
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 本戦略の下での人材交流・育成、共同プロ
ジェクトなどの推進（2020 年度） 

 【更新】人工知能研究開発ネットワークにおけ
る本戦略の下での人材交流・育成、共同プ
ロジェクトなどの推進（2020年度）
【CSTI・総・文・厚・農・経・国・環 

     【新規】人工知能研究開発ネットワークの情報
発信機能（ウェブ、メーリングリスト、オンラ
インミーティング、シンポジウムの開催等）の
強化（2020年度）【総・文・経】 

     【新規】人工知能研究開発ネットワークの事務
局機能の強化（2020年度）【経】 

     【新規】 人工知能研究開発ネットワーク参画
機関の新型コロナウイルス感染症対策関連にお
けるＡＩの取組を整理・公開することで、対策
貢献を加速（2020年度）【CSTI・総・文・
厚・農・経・国・環】 
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＜具体目標３＞ 
世界の研究者から選ばれる、本戦略に即した魅力的な研究開発の制度及びインフラの整備 

取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 海外研究者、留学生、高度ＡＩ人

材が活躍できるための研究や勤
務・生活に関する制度環境（サバ
ティカル、報酬、マネジメント、
使用言語等を含む）の整備（2019 
年度）【文・経】 

【未了】 

 理化学研究所 AIP において、各インターンをサ
ポートするメンターの設置を開始した他、イン
ターンの受入時の待遇について制度改善を検討
しており、整備が部分的に進められている。 

 しかしながら、インターン受入制度の改善につ
いては、研究所内外との調整が必要となるため
時間を要している。 

 【更新】海外研究者、留学生、高度ＡＩ
人材が活躍できるための研究や勤務・生
活に関する環境（サバティカル、報酬、
マネジメント、使用言語等を含む）の整
備について人工知能研究開発ネットワー
クにおいて具体的な方針を検討し推進
（2020 年度）【CSTI・総・文・経】 

 ＡＩ研究開発の民間投資拡大に向け
た、汎用性の高い要素機能のモジュ
ール化、学習データセットの構築
（2019 年度）【総・文・経】 

【計画通り進捗】 

 産総研において、３次元での物体認識や人流計
測、動画からの説明文生成など、汎用性の高い
要素機能モジュールの開発や学習データセット
の構築を進めた（2019 年度末時点で 53 件のモ
ジュール、17 件のデータセットを公開済み）。 

 総務省の「高度対話エージェント技術の研究開
発・実証」において開発された音声対話プラッ
トフォームをオープンソースソフトウェアとし
て公開した。 

 今後、構築・公開した要素機能モジュール及び
学習データセットの利用促進を行い、民間投資
拡大を促進していく必要がある。 

 【新規】2019年度までに構築したＡＩ要素
機能モジュールや学習データセット等を産
業界との共同開発等の連携において積極的
に活用促進し、民間等のＡＩ研究開発参入
を促進。（2020年度）【総・文・経】 

 ＡＩ研究開発の際の課題（知財の取
扱、事務手続等）の特定とその解決

【未了】  【更新】ＡＩ研究開発の際の課題（知財の
取扱、事務手続等）の洗い出しとその解決
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策の提示（2019 年度）【CSTI・知
財・総・文・経】 

 ＡＩ研究開発の際の課題となる知財の取扱等に
ついては、文化庁から「デジタル化・ネットワ
ーク化の進展に対応した柔軟な権利制限規定に
関する基本的な考え方」が公表されたところ、
引き続き、事務手続き含めた課題の洗い出し及
びその解決策を検討する必要がある。 

策の提示（2020年度）【CSTI・知財・総・
文・経】 

 国研等において、本戦略に即したより
社会実装フェーズに近い研究開発の強
化（2019 年度）【CSTI・総・文・厚・
農・経・国】 

【計画通り進捗】 

 より社会実装フェーズに近い研究開発として、
下記のような研究開発が国研等において進めら
れた。 
 NICT の多言語翻訳技術について、ディープ

ラーニング翻訳を導入し、12 言語で実用レベ
ルの翻訳精度を実現。 

 総務省施策「高度対話エージェント技術の研
究開発・実証」において、音声対話プラット
フォームを設計・開発し、オープンソースソ
フトウェアとして公開。 

 理研 AIP では、PRISM 創薬事業において、
創薬ターゲットを探索する AI 開発を目標とし
て創薬ターゲットの推定アルゴリズムを構
築。 

 経産省では、AI 技術の社会実装に向けた研究
開発事業について 2020 年度予算を拡充。 

 農研機構において、AI の導入により解決、ま
たは、加速化・高度化されると見込まれる研
究課題を選定し、AI 研究専門家の指導の下に
OJT として実施するスキームを構築。また、

 【更新】人工知能研究開発ネットワークも活
用し、国研等において、本戦略に即したより社
会実装フェーズに近い研究開発の強化（2020年
度）【CSTI・総・文・厚・農・経・国・環】 
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地域課題に AI を適用する共同研究 2 件を県農
試と実施し農業情報研究を先導。 

 このような取組は継続して実施していくことが
重要であり、人工知能研究開発ネットワークも
活用して引き続き取組むことが重要である。 

 実世界の環境（フィジカル空間）を
再現し、機械及び人の情報をデータ
化し、ＡＩ技術やロボットによる適
切な支援方法等を研究できるテスト
ベッドの国内外での積極的活用によ
る我が国の強みを活かすＡＩの開発
促進（2019 年度）【経】 

【計画通り進捗】 

 実世界の環境（フィジカル空間）を再現して AI
やロボット技術を研究できるテストベッドとし
て、産総研サイバー・フィジカル・システム研
究棟を活用し、産業界における協調型研究開発
を推進するための「人」が主役となるものづく
り革新推進コンソーシアム（HCMI コンソ）を
設立した。 

 構成メンバーを中心として、テストベットの活
用や共同研究を進めている。 

 同テストベットは我が国が有する強みであり、
引き続き、国内外での積極活用を進めることが
重要である。 

 【継続】実世界の環境（フィジカル空間）
を再現し、機械及び人の情報をデータ化
し、ＡＩ技術やロボットによる適切な支援方
法等を研究できるテストベッドの国内外での
積極的活用による我が国の強みを活かすＡＩ
の開発促進（2020年度）【経】 

 国内外の研究機関やファンディン
グ・エージェンシー等の連携強化
（2020年度）【総・文・農・経】 

 NICT と米国 NSF のコファンディングにより、
計算論的神経科学に関する国際共同研究を支援
した。 

 JST（CREST）とフランス ANR とで、日 仏 共
同 研 究 グ ル ー プ に よ る 共 同 研 究 提 案 を 募
集 ・ 支 援 し た 。  

 JST-AIP ネットワークラボにて、日独仏 AI 研究
の共同研究公募を実施した。 

 【継続】国内外の研究機関やファンディン
グ・エージェンシー等の連携強化（2020年
度）【総・文・農・経】 
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 ＡＩ関連公募要領申請業務、研究活
動の英語翻訳化の試験導入(2020年
度） 【健康医療・文・農・経】 

 科学研究費助成事業（科研費）（AI のみならず
全ての学術研究を支援）では、英語での公募要
領等を作成しており、英語での申請も可能とな
っている。 

 【継続】ＡＩ関連公募要領申請業務、研究
活動の英語翻訳化の試験導入(2020年度） 
【健康医療・文・農・経】 

 大学等の基礎的創発研究における、
自由かつ独創性を尊重し、世界的レ
ベルの研究開発を支援するための体
制の整備（再掲）（（１－B）参照）
（2020年度）【総・文・経】 

 JST-AIP ネットワークラボにおいて、ACT-I(90
課題)、ACT-X(30 課題)では学生（修士・博士
課程）も応募対象とし、チャレンジングで多様
な課題を採択し、スモールスタートで支援し
た。 

 【継続】大学等の基礎的創発研究におけ
る、自由かつ独創性を尊重し、世界的レ
ベルの研究開発を支援するための体制の整
備（再掲）（（１－B）参照）（2020年度）
【総・文・経】 

 ＡＩ研究開発に資する計算資源
（ABCI等）の抜本的強化、我が国
の国際競争力強化を見据えた戦略的
なデータ・プログラムのオープン・
クローズ戦略の策定と推進、国内研
究機関での共用（2020年度）【総・
文・経】 

 2019 年度補正予算にて産総研が設置・運用する
ABCI の処理能力を倍増させるための予算を措
置した。 

 NICT では、AI 研究に資するデータセットを公
開する AI データテストベッドを構築した他、
Wikipedia で事前学習した高性能な日本語
BERT モデルを公開した。 

 「富岳」については、2021 年度共用開始に向け
て理化学研究所で整備が進行中であるが、新型
コロナウイルス研究・対策に係る課題に対して
は、試行的利用として 2020 年 4 月より実施し
ている。 

 【継続】ＡＩ研究開発に資する計算資源
（ABCI等）の抜本的強化、我が国の国際
競争力強化を見据えた戦略的なデータ・プ
ログラムのオープン・クローズ戦略の策定
と推進、国内研究機関での共用（2020年
度）【総・文・経】 

 計算資源及びネットワークの民間等か
らの利用に係るルール整備と、それに
基づく利用開始（2020年度）【総・文・
経】 

 産総研の ABCI については、2018 年の運用開始
当初より民間等の利用に係るルールを整備し、
オープンな利用環境の構築を図っている。成果
普及シンポジウムや講習会の開催、利活用事例
を掲載したパンフレット作成、グランドチャレ

 【継続】計算資源及びネットワークの民間
等からの利用に係るルール整備と、それに
基づく利用開始（2020年度）【総・文・
経】 
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ンジの開催等、積極的にオープンな利活用を推
進している。 

 「富岳」の利活用の基本方針について 2020 年 2
月に文部科学省・HPCI 計画推進委員会で議論
を開始した。 

 ＡＩ研究開発成果の国際展開と国際標
準化の推進（2020年度）【総・文・
農・経】 

 AI 研究開発ネットワークの活動のなかで、国内
外に対して、日本の人工知能に係る研究開発等
に関する総合的・統一的な情報発信を担うポー
タルサイト構築に向けた準備を実施。 

 2019 年 10 月、国際標準化機構・国際電気標準
会議の合同委員会を日本に招致し、AI ライフサ
イクルの標準提案の根回しと、AI 品質に関して
協調性を強化して議論を進めることに合意。今
後の我が国からの規格提案に向けた土台作りを
行った。 

 【継続】ＡＩ研究開発成果の国際展開と
国際標準化の推進（2020年度）【総・文・
農・経】 

 超高速研究用ネットワーク（SINET
等）の、国公私大、研究機関、企業、
その他ＡＩ研究開発に携わるあらゆる
研究者への実質的開放化と増強（2022 
年度）【総・文】 

 SINET については、トラフィックが増加してい
る東京－大阪間について、400Gbps 回線を増設
した。また、モバイル SINET おいては、応募さ
れた 42 グループを対象に性能評価等を目的とし
た実証実験を実施している。 

 【継続】超高速研究用ネットワーク
（SINET等）の、国公私大、研究機関、企
業、その他ＡＩ研究開発に携わるあらゆる研
究者への実質的開放化と増強（2022年度）
【総・文】 

     【新規】データ科学と計算科学の融合等のさ
らなる促進による社会的・科学的な課題解決
や産業競争力強化等を推進すべく、理化学研
究所「富岳」の新型コロナウイルス感染症ま
ん延を受けた一年前倒し運用に加え、2021
年度に予定している本格運用の着実な実施
（2020年度）【文】 
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     【新規】世界トップレベルのＡＩ研究拠
点化に向け、産業技術総合研究所等の有
する計算機設備等を増強（2020年度）
【総・文・経】 

 
（１―B）創発研究支援体制の充実 

＜具体目標＞ 
 世界をリードする質の高い研究人材の確保・育成 
 研究者が継続的に創発研究に挑戦できる研究支援体制の構築 
 創発研究の知的基盤強化のための研究（及び研究者）の多様性確保 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 世界をリードする質の高い研究者の

確保・育成、留学生交流の促進、若
手研究者の海外挑戦機会の拡大、世
界の研究者の英知の結集のための、
研究推進体制の整備方策の検討、工
程表の作成（2019 年度）【総・文・
経】 

【計画通り進捗】 

 我が国の研究力向上を図るための具体的方策と
して、研究「人材」「資金」「環境」改革を大
学改革と一体的に実行する「研究力向上改革
2019」を策定した。 

 さらに、2020 年 1 月に「研究力強化・若手研究
者支援総合パッケージ」を策定した。 

 今後、「研究力強化・若手研究者支援総合パッ
ケージ」を踏まえて、研究推進体制の整備方策
を検討し、研究力強化に向けた取組を推進する
必要がある。 

・ 【新規】「研究力強化・若手研究者支援総合
パッケージ（2020年1月：ＣＳＴＩ策定）」
等を踏まえ、世界をリードする質の高い研
究者の確保・育成、留学生交流の促進、若
手研究者の海外挑戦機会の拡大、世界の研
究者の英知の結集のための、研究推進体制
の整備を推進（2020年度）【CSTI・総・
文・経】 

 多様な研究者の確保に向けた、契
約を含む研究関連事務の英語化や
事務処理の簡素化等のＡＩ関連分
野からの試験導入（2019 年度）
【総・文・農・経】 

【一部未了】 

 理研 AIP や農研機構等いくつかの国研等におい
て事務手続きやそのマニュアルの英語対応化、

 【継続】多様な研究者の確保に向けた、契
約を含む研究関連事務の英語化や事務処理
の簡素化等のＡＩ関連分野からの試験導入
（2020年度）【総・文・農・経】 
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英語対応可能な支援業務担当者の採用など、
様々な環境整備を推進した。 

 このような環境整備の取組は、外国人を含む多
様な研究者の確保に重要であり、理研 AIP や農
研機構のような営みを参考に、他の国研等にお
いても実施することが重要である。 

 自由な発想による挑戦的な研究及
び若手による研究への重点支援
（2019 年度）【総・文・経】 

【計画通り進捗】 

 JST-AIP ネットワークラボにおいて、ACT-I(90
課題)、ACT-X(30 課題)では学生（修士・博士
課程）も応募対象とし、チャレンジングで多様
な課題を採択し、スモールスタートで支援し
た。 

 CREST に参画する若手研究者に対して、
CREST 課題に資する独自テーマの研究を支援す
る AIP チャレンジ（154 課題）を実施し、若手
研究者の育成を図っている。 

 このような取組は、若手研究者支援のため、引
き続き実施していくことが重要である。 

 【継続】自由な発想による挑戦的な研究及
び若手による研究への重点支援（2020年
度）【総・文・経】 

 欧米、アジア（シンガポール、ベトナ
ム、タイ、インドなど）、オーストラリ
ア、中東及びアフリカ地域（ＴＩＣＡ
Ｄ７（横浜）の機会を活用した）の大
学・研究機関・研究支援機関等との連
携強化（2019 年度）【総・外・文・
農・経】 

【計画通り進捗】 

 ＴＩＣＡＤ7（横浜）の機会を活用し、日・アフ
リカ間の大学間交流や国際共同研究等の促進す
るとともに、我が国から「TICAD7 における日
本の取組」について発表した。 

 理研 AIP において MoU 締結機関(43 機関)の学
生受け入れや合同ワークショップの開催を実施
している。 

 【新規】人工知能研究開発ネットワークを通
じ、欧米、アジア等国外の大学・研究機関・研
究支援機関等との連携強化（2020年度）
【CSTI・総・外・文・経】 
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 産総研、NICT、農研機構においても、より高度
な AI 開発や利活用について MOU 締結や共同
研究の推進、国際連携の検討を行っている。 

 このような取組は、創発研究を推進するための
質の高い人材確保・育成や研究の多様性確保の
観点からも重要であり、引き続き国研等におい
て実施することが重要である 

 研究者が継続的に創発研究に挑戦で
きる研究支援体制の構築（ＡＩ関連
研究での伴走型支援体制の強化等）
（2020年度）【総・文・経】 

 JST-AIP ネットワークラボにおいて、ACT-I(90
課題)、ACT-X(30 課題)では学生（修士・博士
課程）も応募対象とし、チャレンジングで多様
な課題を採択し、スモールスタートで支援し
た。 

 CREST に参画する若手研究者に対して、
CREST 課題に資する独自テーマの研究を支援す
る AIP チャレンジ（154 課題）を実施し、若手
研究者の育成をはかっている。 

 【継続】研究者が継続的に創発研究に挑戦
できる研究支援体制の構築（ＡＩ関連研究
での伴走型支援体制の強化等）（2020年
度）【総・文・経】 

 多様な研究者のニーズに対応する研究
支援プログラムの拡充（2020年度）
【総・文・経】 

 JST-AIP ネットワークラボにおいて、ACT-I(90
課題)、ACT-X(30 課題)では学生（修士・博士
課程）も応募対象とし、チャレンジングで多様
な課題を採択し、スモールスタートで支援し
た。 

 CREST に参画する若手研究者に対して、
CREST 課題に資する独自テーマの研究を支援す
る AIP チャレンジ（154 課題）を実施し、若手
研究者の育成をはかっている。 

 【継続】多様な研究者のニーズに対応する
研究支援プログラムの拡充（2020年度）
【総・文・経】 
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 JST、その他主要国研等におけるＡ
Ｉ研究開発のグローバル化の拡充
（2021 年度）【総・文・農・経】 

 JST-AIP ネットワークラボにて、日独仏 AI 研究
の共同研究公募を実施した。 

 JST-AIP ネットワークラボにおいて、NSF・
DATAIA との国際連携シンポジウムを開催し
た。 

 NICT において、米国 NSF とのコファンディン
グにより計算論的神経科学に関する国際共同研
究を推進するとともに、ASEAN の大学や公的
研究機関と共同研究推進により、東南アジア言
語における言語基盤データを構築した。 

 農研機構において、AI に関連する長期在外研究
（研究職員の海外派遣制度、米国 1 機関、豪州
２機関へ研究員を派遣）を通じて、研究開発の
グローバル化を進めている。 

 ＮＥＤＯ事業「次世代人工知能・ロボット中核
技術開発」において、米国からの卓越した研究
者の招聘等を行う事業を 2018 年度から開始
し、2020 年度以降も継続して実施。 

 【継続】JST、その他主要国研等における
ＡＩ研究開発のグローバル化の拡充（2021
年度）【総・文・農・経】 

     【新規】諸外国の政策も参考に、国研にお
ける海外研究者受入拡大、企業と大学・国
研で連携した有給インターンシップの促進
等、海外の優秀な人材を確保し国内定着化
を促進する施策を検討（2020年度）（実施
可能なものから順次実施）【CSTI・総・
文・経】 
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（２）中核研究プログラムの立ち上げ：基盤的・融合的な研究開発の推進 
＜具体目標＞ 
大目標を達成する上で重要となるＡＩの基盤的・融合的な技術（AI Core）を以下の 4 つの領域に体系化し、それらの研究開発を戦略的に推進 
1. Basic Theories and Technologies of AI 
2. Device and Architecture for AI 
3. Trusted Quality AI 
4. System Components of A 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 以下のＡＩ研究開発の全体構成図を

踏まえ、（別表１）を参考に、ＡＩ関
連研究開発分野の開発工程表を作成
（2019 年度）し、毎年見直しを実施
【総・文・経】 

【計画通り進捗】 

 産総研、理研、NICT においてＡＩ関連研究開
発分野の開発工程表が作成され、2019 年 12 月
AI ステアリングコミッティにおいて報告され
た。 

・ 【更新】以下のＡＩ研究開発の全体構成図を踏
まえ、社会情勢も見据えて（別表１）につい
て、見直しを実施（2020年度）【総・文・経】 

    ・ 【新規】実世界で安全性・頑健性を確保できる
融合AI研究において、AIの基礎理論（心の計算
論的解明）・基本アーキテクチャの面から支える
ため、「深層学習（即応的AI)」と「知識・記号
推論（熟考的AI)」の融合により、社会に適合
し、人に寄りって成長するAI研究の実施（2020
年度）【文】 

    ・ 【新規】研究成果を迅速に社会で活用させるた
めに必要となる説明性、安全性、公平性等を担
保する技術及びシステムを実現するため、今後
のＡＩの進化と信頼性確保のための基盤技術に
関する研究開発及び倫理等の人文・社会科学と
数理・情報科学とを融合した研究開発を実施
（2020年度）【CSTI・総・文・経】 
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    ・ 【新規】ＡＩのトラストの研究開発における、
国内外の最新動向の共有及び、有識者による議
論を行い、日本が向かうべきＡＩのトラストの
研究開発に関する取組みの方向性を検討する枠
組みを構築（2020年度）【CSTI・総・文・経】 

 
 
 
 
 

（３）新型コロナウイルス対応 
2020 年度以降（の取組） 
 【新規】令和３年度共用開始予定のスーパーコンピュータ「富岳」の試行的利用（令和２年度から実施）を活用して、新型コロナウイルス治療

薬候補の同定など同ウイルス対策に資する研究を先行して実施（2020 年度）【文】 
 【新規】大学や国研等のスパコンで構成されるＨＰＣＩ（革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ）の計算資源活用の臨時

公募により、新型コロナウイルス対策に資する研究課題を実施（2020 年度）【文・経】 
 【新規】新型コロナウイルス感染症の影響による、産学連携の研究開発投資の急激な減速を防ぎ、悪循環を回避していくため、コロナショック

後の社会変革や社会課題の解決に繋がる優れた新事業を目指す産学官の共同研究開発やオープンイノベーション、地域イノベーションを促進す
る施策を推進（2020 年度）【CSTI・文・経】 
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Ⅲ－１ 社会実装 
（１）健康・医療・介護 

＜具体目標１＞ 
健康・医療・介護分野でＡＩを活用するためのデータ基盤の整備 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 諸外国における保健医療分野のＡＩ開

発・利活用の動向調査（2019 年度）
【厚】 

 

【未了】 

 諸外国における保健医療分野の AI 開発及び
その利活用状況等についての調査研究を実
施中 

 新型コロナウイルス流行に伴い、中国の現
地調査等、海外動向調査の進捗に遅れが生
じたため継続して実施する 

・ 【継続】諸外国における保健医療分野のＡＩ
開発・利活用の動向調査（2020 年度）【厚】 

 次世代医療基盤法（2018 年５月 11 
日施行）に基づく、匿名加工医療情報
の円滑かつ公正な利活用の仕組みの稼
働（2019 年度）【健康医療・文・厚・
経】 

【計画通り進捗】 

 認定匿名加工医療情報作成事業者を認定す
る仕組みを稼働させた（認定実績：認定匿
名加工医療情報作成事業者１件、認定医療
情報等取扱受託事業者１件） 

 加えて、国民理解の増進のため、患者や医
療機関等に対し、各種講演会等による周知
広報や問合せのための窓口（コールセンタ
ー）を設置した 

 

 健康・医療・介護分野の分野横断的な
情報基盤の設計、各種データの集積と
ＡＩデータ基盤の構築（2020年度）【
ＩＴ・健康医療・厚】 

 PRISM 事業にて、「通いの場」での介護予
防分野のデータ集積や、AI の活用が可能な
データ連携基盤等を構築中 

・ 【継続】健康・医療・介護分野の分野横断的
な情報基盤の設計、各種データの集積とＡＩ
データ基盤の構築（2020 年度）【ＩＴ・健康
医療・厚】 
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 生活の中で得られるデータの、地域と
連携した収集方策（リビングラボ等）
の仕組み作り（2020年度）【ＩＴ・
厚】 

・ ID 連携、同意の管理、アノテーション等に
ついて標準仕様を作成 

 データ連携基盤等も活用し、モデル地域に
おいて官民連携による AI サービスの開発・
運用を実施 

 【継続】生活の中で得られるデータの、地域
と連携した収集方策（リビングラボ等）の仕
組み作り（2020 年度）【ＩＴ・厚】 

 データやアノテーションなどの基盤を
提携先に提供する枠組みの構築（2020
年度）【厚】 

 画像診断支援領域の AI 開発において、国立
情報学研究所（NII）による 6 医学会共通ク
ラウド基盤を構築済み。本基盤を用いて、
アノテーションツールのリポジトリ等に取
組中 

 【継続】データやアノテーションなどの基盤
を提携先に提供する枠組みの構築（2020 年
度）【厚】 

 画像診断支援のための、持続可能なＡ
Ｉ開発用データ基盤に関する検討
（2021 年度）【厚】 

 画像診断支援領域の AI 開発において、AI
開発用データ基盤に関する検討を実施中 

 AI 開発のためのクラウド環境に必要なセキ
ュリティの基準等の検討に係る調査研究を
実施中 

・ 【継続】画像診断支援のための、持続可能な
ＡＩ開発用データ基盤に関する検討（2021 年
度）【厚】 

 
＜具体目標２＞ 
日本が強い医療分野におけるＡＩ技術開発の推進と、医療へのＡＩ活用による医療従事者の負担軽減 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 創薬、毒性評価などへのＡＩ応用の検討

（2020 年度）【厚】 
 2020 年度からの化学物質の毒性評価支援の

ためのシステム（遺伝毒性予測等）構築に
向けたデータベース統合や AI 予測モデルの
検討を実施中 

 【継続】創薬、毒性評価などへのＡＩ応用の
検討（2020 年度）【厚】 

 
 【新規】化審法に基づく新規化学物質審査に

関し、AI を用いた次世代有害性評価システム
を検討（2023 年度）【厚】 

 上記以外の医薬品開発や医療現場にお
けるＡＩ利活用推進に向けた検討

 保健医療分野 AI 開発加速コンソーシアムに
おいて、重点 6 領域以外の分野も含め、AI

 【継続】上記以外の医薬品開発や医療現場に
おけるＡＩ利活用推進に向けた検討（2020 年
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（2020年度）【厚】 活用が期待できる領域について議論。 度）【厚】 
 ＡＩを活用した創薬ターゲット探索に向け

たフレームワークの構築（2021 年度）
【厚】 

 

 創薬標的となる生体分子の発見・同定のた
めのシステム（データベース、AI を利用し
た解析ツール）構築を目指して、医薬基
盤・健康・栄養研究所でデータの集積、AI
開発等を実施中 

 【継続】ＡＩを活用した創薬ターゲット探索
に向けたフレームワークの構築（2021 年度）
【厚】 

 ＡＩを活用した画像診断支援機器の開
発、及びその評価等、社会実装に向け
た基盤整備（2021 年度）【総・厚・
経】 

・ 高精細映像データを活用した AI 診断支援シ
ステムの試作機性能評価試験を実施し、実
用性の検証と薬事承認申請を実施中 

・ 画像診断支援領域の AI 開発において、プロ
トタイプの作成及びその評価等を実施中 

・ ＡＩを活用した画像診断支援機器の評価に
ついて、2019 年 5 月に、「人工知能技術を
利用した医用画像診断支援システムに関す
る評価指標」を発出 

 【継続】ＡＩを活用した画像診断支援機器の
開発、及びその評価等、社会実装に向けた基
盤整備（2021 年度）【総・厚・経】 

 ＡＩを活用した医療機器やテレメディシ
ン・サービス（D to D）の開発、及びその
評価等、社会実装に向けた基盤整備（2021 
年度）【厚・経】 

・ 診断・治療支援、手術支援領域において、
AI を活用したプログラムを開発し、活用の
可能性を検証中 

・ ＡＩを活用した医療機器の評価について
は、AI 技術の進展に対応した評価手法など
の薬事規制を整備するため、2019 年度から
2021 年度までＡＩ等の先端技術を利用した
医療機器プログラム等に対応する薬事規制
の在り方に関する研究を実施 

 【継続】ＡＩを活用した医療機器やテレメデ
ィシン・サービス（D to D）の開発、及びそ
の評価等、社会実装に向けた基盤整備（2021
年度）【厚・経】 

 ＡＩを活用した病気の早期発見・診断技術
の開発（2024 年度）【文・厚】 

 産学官及び医療機関との連携のもと、高感
度嗅覚センサが一部の病気の早期発見に適
用できる可能性を現在検証中 

 【継続】ＡＩを活用した病気の早期発見・診
断技術の開発（2024 年度）【文・厚】 



57 
 

 
＜具体目標３＞ 
予防、介護分野へのＡＩ/ＩｏＴ技術の導入推進、介護へのＡＩ/ＩｏＴ活用による介護従事者の負担軽減 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 健康データ等を活用し、健康な段階からの

早期の気づきの機会の提供等、健康維持・
増進サービスの民間による提供促進の検討
開始（2019 年度）【ＩＴ・厚・経】 

【計画通り進捗】 

 PHR 活用の民間サービス創出に向けた検討
を実施した 

 上記の検討結果を受け、地域版次世代ヘル
スケア産業協議会や地域関係者等と連携
し、地域の健康課題を踏まえ、健康データ
等を活用して健康維持・増進に資するビジ
ネス実証への補助を実施した 

 上記検討結果を踏まえ、2020 年度取組であ
る「予防、介護領域の実証事業の実施と、
それを踏まえた同領域での AI スタートアッ
プ支援体制の構築」を進める 

 

 ＡＩ/ＩｏＴを導入する介護施設への導入コ
ンサル体制の整備（2020 年度）【厚・経】 

 令和元年度より「介護事業所に対する業務
改善支援事業」（地域医療介護総合確保基
金）を実施し、平成 30 年度に厚生労働省
で作成した生産性向上ガイドラインに基づ
き業務改善に取り組む介護事業所に対し
て、第三者がその取組を支援するための費
用の一部を助成、計画通り進捗。 

 令和２年度予算では、上記に加え、介護現
場における業務の洗い出し、仕分け等を行
うパイロット事業の取組を全国に普及・展
開を図ることを目的に、都道府県等が開催

 【継続】ＡＩ/ＩｏＴを導入する介護施設への
導入コンサル体制の整備（2020 年度）【厚・
経】 
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する「介護現場革新会議」において、生産
性向上の取組に必要と認められる経費に対
する助成等の事業の充実を図ることとして
いる。 

 予防、介護領域の実証事業の実施と、
それを踏まえた同領域でのＡＩスター
トアップ支援体制の構築（2020年度）
【厚・経】 

 IoT デバイスやモバイルアプリケーション
の活用によって収集された個人の日常生活
における健康データを取得・解析し、医師
の診療への活用や予防・改善等に向けた実
証研究事業を開始 

 ヘルスケア分野でのイノベーションを支援
するため、スタートアップ等の一元的相談
窓口「Healthcare Innovation Hub」を開設 

 【更新】予防、介護領域の実証事業の実施
と、それを踏まえた同領域でのＡＩスタート
アップ等のネットワーク構築による支援
（2020 年度）【厚・経】 

 熟練介護士等の知見の活用も含めた質
の高い介護サービスを支援するＡＩシ
ステムの実現と全国展開（2021年度）
【ＩＴ・厚】 

 質の高い介護サービスを支援する AI システ
ムの実現につながるデータを収集・分析す
るためのデータベースを開発  

 【継続】熟練介護士等の知見の活用も含めた
質の高い介護サービスを支援するＡＩシステ
ムの実現と全国展開（2021 年度）【ＩＴ・
厚】 

 予防、介護領域の実証事業で確立した技術
の活用のための、制度面・運用面の見直し
着手（2021 年度）【総・厚・経】 

 AI を活用した保健指導支援システムの研究
開発について、導入に向けた AI エンジンの
改良を行い、2019 年度現在、９の地方自治
体において実証テストを実施中 

 【継続】予防、介護領域の実証事業で確立し
た技術の活用のための、制度面・運用面の見
直し着手（2021 年度）【総・厚・経】 

 個人の情報コントローラビリティに基づい
た、予防、介護分野におけるＡＩ/ＩｏＴデ
ータ利活用の促進（2021 年度）【ＩＴ・
総・厚・経】 

 PHR の更なる推進のため、2019 年 9 月か
ら PHR 検討会を開催し、健診・検診に係
るデータの電子化などの事項について議論
を開始 

 【継続】個人の情報コントローラビリティに
基づいた、予防、介護分野におけるＡＩ/Ｉｏ
Ｔデータ利活用の促進（2021 年度）【ＩＴ・
総・厚・経】 
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＜具体目標４＞ 
世界最先端の医療ＡＩ市場と医療ＡＩハブの形成 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 厚生労働省「保健医療分野ＡＩ開発加速コ

ンソーシアム」で選定したロードブロック
解消の工程表、及び作成した俯瞰図（別
紙）に基づくＡＩ開発促進のための工程表
の作成（2019 年度）【厚】 

【計画通り進捗】 

 ロードブロック解消及び AI 開発促進のため
の工程表を作成（2020 年６月公表） 

 

・ 企業（外資を含む）と公的機関（公立病
院、大学、国研等）とのＡＩ開発等の連携
研究の強化（2019 年度）【総・文・厚・
経】 

【計画通り進捗】 

 以下の活動により連携研究の強化を完了 
 医学会を中心とした画像診断支援領域に

て、企業と連携した AI 開発の推進 
 医薬基盤・健康・栄養研究所における創

薬領域にて、企業と連携した AI 開発の推
進 

 厚労省で所管する国研等（医薬基盤・健
康・栄養研究所や国立がん研究センター
など）の人工知能研究開発ネットワーク
へ参加を決定 

 

 医療・介護分野でのインクルージョン・テ
クノロジーの体系化（2020 年度）【総・
厚】 

 未実施  【継続】医療・介護分野でのインクルージョ
ン・テクノロジーの体系化（2020 年度）
【総・厚】 

・ アジア健康構想等の下、各国のニーズを踏
まえた上、データ基盤及びＡＩ医療等に関
する海外（特に、ＡＳＥＡＮとインド）と
の連携に向けた以下の例示を含む取組の強

【計画通り進捗】 

 アジア健康構想の下、インド、フィリピ
ン、ベトナムの各国と、相手国のニーズを
踏まえた上、ヘルスケア分野における人材

・ 【更新】アジア健康構想等の下、各国のニー
ズを踏まえた上、データ基盤及びＡＩ医療等
に関する海外（特に、ＡＳＥＡＮとインド）
との連携に向けた以下を含む取組の強化
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化（2019 年度）【ＩＴ・健康医療 ・厚・
経】 
 海外からの就労・留学・渡航者、海外へ

の就労、留学、渡航者への高品位医療の
提供（すでに実施されている一連の施策
とも連携し、特に、データの蓄積が重要
となるＡＩ医療分野に特化して実現を目
指す） 

 国及び一定の機関における医療系ＡＩ・
データの活用拡大と、他機関への展開 

 画像診断やがんゲノム解析などＡＩ化が
先行する分野から、アジアなど海外の医
療機関と提携し、より大量のデータへの
アクセスを可能とすると同時に、ＡＩ医
療システムの海外展開を促進 

 最終的には、世界的に高品位な医療サー
ビスを、ＡＩを使って実現するというＳ
ＤＧｓの目標に貢献（2025 年度） 

交流、ICT や AI の推進等にも関連した二
国間協力覚書を締結し、連携に向けた取組
を強化 

 特にフィリピンにおいては、首都移転を契
機とし、フィリピン新首都のスマートヘル
スケアシティ化に向け、国内関連技術の展
開を検討開始 

（2020 年度）【ＩＴ・健康医療 ・厚・経】 
 フィリピン首都移転先都市のスマートヘル

スケアシティ化に向け、日本から現地へ展
開する関連技術の実証等実施（2020 年度） 

 最終的には、世界的に高品位な医療サービ
スを、ＡＩを使って実現するというＳＤＧ
ｓの目標に貢献（2025 年度） 

 
＜具体目標５＞ 
医療関係職種の養成施設・養成所におけるＡＩを活用した教育の実施、医療従事者に対するリカレント教育の実施 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 医療関係職種の養成施設・養成所における

ＡＩを活用した教育内容の検討（2019 年
度）【厚】 

【計画通り進捗】 

 厚生労働科学研究「AI を活用したゲノム医
療推進に係る人材育成に関する萌芽的研
究」において、ＡＩを活用した教育内容の
検討を実施した 
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 ＡＩの開発・活用ができる医療従事者育成
の検討（2019 年度）【文】 

【計画通り進捗】 

 検討の結果、医療系学部を有する大学を中
心に、民間企業・団体等の協力を得て、保
健医療分野における人工知能（ＡＩ）技術
開発を推進する医療人材を養成するため、
新規事業として、「保健医療分野における
ＡＩ研究開発加速に向けた人材養成産学協
働プロジェクト」を実施することとし、
2020 年度予算として盛込み済 

 【新規】保健医療分野におけるＡＩ技術開発
を推進する医療人材の育成事業として、事業
実施大学を選定後、順次事業開始予定(2020 年
度)【文】 

 医療従事者に対する、社会人向けＡＩ教育
プログラムの枠組みの構築（2020 年度）
【厚】 

 未実施  【継続】医療従事者に対する、社会人向けＡ
Ｉ教育プログラムの枠組みの構築（2020 年
度）【厚】 

 
（２）農業 

＜具体目標１＞ 
中山間を含め様々な地域、品目に対応したスマート農業技術の現場への導入 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 多様な農業関連データを集約・利活用する

ためのアーキテクチャを実装した、農業デ
ータ連携基盤（ＷＡＧＲＩ）の本格稼働
（2019 年度）【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 

 農研機構を運営主体として農業データ連携
基盤（WAGRI）が本格稼働した（協議会参
加会員数 400 社以上） 

 さらに、本基盤を活用した民間企業による
農業 ICT サービスの農業者等への提供も開
始したが、今後、民間企業等が農業 ICT サ
ービスを開発・提供しやすい環境整備を進
めていく必要がある 

 【新規】民間企業等による農業 ICT サービス
の創出を促進するため、国のオープンデータ
等を農業データ連携基盤（WAGRI）に実装
し、活用可能なデータを充実（2022 年度）
【ＩＴ・農】 
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・ スマート農業技術を現場に導入し、生産か
ら出荷まで一貫した体系として、実証を開
始（2019 年度）【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 

 「スマート農業実証プロジェクト」を開始
し、中山間地域や離島を含む全国 69 地区
で、水田作・畑作・園芸・畜産など様々な
品目を対象に実証を開始した 

 社会実装に向け、各実証地区において、ス
マート農業技術の情報発信等を実施した 

 今後、スマート農業の普及に向け、全国的
な実証の成果の分析・発信により、営農メ
リットを明らかにすることが重要 

 【新規】スマート農業の社会実装を推進する
ために、AI 等のスマート農業技術の現場実証
を行うことで、その営農メリットを分析し、
情報発信を実施（2021 年度）【ＩＴ・農】 

 ＡＩを活用した農業センサデバイス・シス
テムの研究開発及び実証の実施（2019 年
度）【ＩＴ・文】 

【計画通り進捗】 

 実環境における農業センサ技術の適用可能
性を確認し、センサのプロトタイプを製作 

 プロトタイプを用いた実環境におけるデー
タの収集、およびその結果を踏まえた量産
化モデルの検討を実施。 

 【更新】ＡＩを活用した農業センサデバイ
ス・システムの量産化モデルの開発と実証の
実施（2020 年度）【ＩＴ・文】 

 「スマートフードチェーンシステム」の本
格稼働と、我が国農水産物・食品の輸出に
向けた海外への展開（2023 年度）
【CSTI・ＩＴ・農】 

 SIP 事業にて生産分野のデータ基盤である
WAGRI の機能拡張することで、生産・流
通・消費・輸出までのデータ連携を実現す
るスマートフードチェーンシステムを開発
中 

 スマートフードチェーンプラットフォーム
の社会実装に向けた基礎条件の整備を推進 

 生産、流通、小売等の各段階で情報を共有
するための現場実証を開始 

 【更新】新しい生活様式を見据え、農業・食
品産業のデジタル化・リモート対応やサプラ
イチェーンの強靭化のため、「スマートフー
ドチェーンシステム」の本格稼働と、我が国
農水産物・食品の輸出に向けた海外への展開
（2023 年度）【ＩＴ・CSTI・農】 
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 今般の新型コロナウイルス感染拡大を踏ま
え、農業・食品産業の生産や流通等のデジ
タル化・強靭化を進めることが重要であ
る。 

 
＜具体目標２＞ 
アーキテクチャを活用した世界最高水準のスマート農業の実現による、農業の成長産業化 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 ＡＩ学習等に必要なデータをプラットフォ

ーム上に集積するための基盤構築（2019 年
度）【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 

 内閣府 PRISM のアドオン施策「AI を活用
した大規模施設生産・育種等のスマート
化」により、WAGRI を通じて集積される
データを収納するためのデータベースサー
バと API を整備し、データの集積基盤を構
築完了 

 

・ 農業ＡＩサービス等の利用を促進するため
の契約ガイドラインの策定（2019 年度）
【ＩＴ・農】 

【計画通り進捗】 

 「農業分野におけるデータ契約ガイドライ
ン」（平成 30 年 12 月）と一体化した形に
て「農業分野における AI・データに関する
契約ガイドライン」を令和２年 3 月に策定
完了 

 今後は、新たな契約ガイドラインに沿った
形での補助事業運営とする等により農業現
場への普及を図る必要がある 

・ 【新規】農業分野の特殊性を踏まえたデータ
の利活用促進とノウハウ保護のため、「農業
分野における AI・データに関する契約ガイド
ライン」に沿った契約ルールとなるよう補助
事業等の採択を行う（2021 年度）【ＩＴ・
農】 
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 病害虫画像診断の研究開発及び実証の実施
（2022 年度）【ＩＴ・農】 

 戦略的プロジェクト研究推進事業委託事業
「AI を活用した病害虫診断技術の開発」に
より、農研機構を中心とした研究コンソー
シアムで画像診断 AI のプロトタイプを開発 

 戦略的プロジェクト研究推進事業委託事業
「AI を活用した病害虫診断技術の開発」及
びそれに係る内閣府 PRISM アドオン施策
（2019 年度）により、上記画像診断 AI を
搭載したアプリケーションの β 版を開発 

 【継続】病害虫画像診断の研究開発及び実証
の実施（2022 年度）【ＩＴ・農】 

 複数の育種拠点を連携させたバーチャル研
究ラボのＷＡＧＲＩ上への実装（2022 年
度）【ＩＴ・農】 

 内閣府 PRISM のアドオン施策「AI を活用
した大規模施設生産・育種等のスマート
化」により、バーチャルラボの構築に向け
た準備（データフォーマットの策定等）を
実施中 

 【継続】複数の育種拠点を連携させたバーチ
ャル研究ラボのＷＡＧＲＩ上への実装（2022
年度）【ＩＴ・農】 

 栽培プロセスの大規模データの解析及び最
適化の実現（2022 年度）【ＩＴ・農】 

• 内閣府 PRISM のアドオン施策「AI を活用
した大規模施設生産・育種等のスマート
化」により、栽培プロセスデータ取得のた
め、自然条件を人工環境下で再現する高性
能 LED 栽培システムを開発中 

 【継続】栽培プロセスの大規模データの解析
及び最適化の実現（2022 年度）【ＩＴ・農】 

   • 【新規】全国篤農家の栽培ノウハウをコンテ
ンツ化するための共通基盤技術を開発し、
WAGRI を通じて教育・生産の現場にコンテン
ツを提供する仕組みを構築（2022 年度）【Ｉ
Ｔ・農】  
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＜具体目標３＞ 
農業分野におけるＡＩ人材の育成 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 農研機構のＡＩ専門家・ＡＩ研究員におけ

る、ＯＪＴ でのＡＩに関する課題検討・解
決の実施【ＩＴ・農】 

 農研機構において、AI の導入により解決、
または、加速化・高度化されると見込まれ
る農業課題を OJT として採択するためのス
キーム(提案、審査、事前講習)を構築 

 農業情報研究センターにおいて 40 の農業
AI 課題の OJT を実施中 

 【継続】農研機構のＡＩ専門家・ＡＩ研究員
における、ＯＪＴ でのＡＩに関する課題検
討・解決の実施【ＩＴ・農】 

・ 県農試や民間企業と連携して、様々な地域
課題に対応可能なＡＩ研究を展開するコア
人材として、農研機構においてＡＩを含む
高いＩＴリテラシーを保有した研究者を育
成し、全国各地の農業情報研究を先導
（2022 年度）【農】 

 県職員 1 名を農業情報研究センターに受け
入れ、AI・IoT による施設園芸農業の発展
に寄与できる人材として育成 

 公設試職員 16 名に AI 技術に関する初級講
習会を実施 

 地域課題に AI を適用する共同研究 2 件を
県農試と実施し農業情報研究を先導 

 農研機構において、気鋭の若手 AI 研究専門
家を新規に採用し、この指導の下で質の高
い OJT により、AI を含む高い IT リテラシ
ーを保有する農業研究者を 44 名育成 

 また、機構内の研究職員を対象とした
Python, R, 機械学習などの初級・中級講習
会を開催し、175 名に AI の基礎知識を普及 

・ 【継続】県農試や民間企業と連携して、様々
な地域課題に対応可能なＡＩ研究を展開する
コア人材として、農研機構においてＡＩを含
む高いＩＴリテラシーを保有した研究者を育
成し、全国各地の農業情報研究を先導（2022
年度）【農】 
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（３）国土強靭化（インフラ、防災） 
＜具体目標１＞ 
国内の重要インフラ・老朽化インフラの点検・診断等の業務における、ロボットやセンサー等の新技術等の開発・導入 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 インフラメンテナンス国民会議の取組等を

通じた、ＡＩ・ビッグデータ等を含む新技
術の導入促進（2020 年までに導入施設管理
者 20％、2030 年までに 100％）【国】 

・ インフラメンテナンス国民会議の取組の中
での新技術紹介等により、国土交通省所管
分野のインフラ点検・診断等業務において
新技術等を導入した施設管理者の割合は
35％（2019 年３月時点）に増加 

 【継続】インフラメンテナンス国民会議の取
組等を通じた、ＡＩ・ビッグデータ等を含む
新技術の導入促進（2020 年までに導入施設管
理者 20％、2030 年までに 100％）【国】 

 
＜具体目標２＞ 
国土に関する情報をサイバー空間上に再現する、インフラ・データプラットフォームの構築 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 測量・調査から設計、施工、維持管理に至

る建設生産プロセス全体で得られた構造物
データや地盤データ等を集約・共有し、自
治体のデータと連携の上、同一地図上に表
示（インフラ・データプラットフォームを
構築、分析の試行）（2019 年度）【国】 

【計画通り進捗】 

 令和元年 10 月 31 日に産学官で構成する国
土交通データ協議会会員の募集を開始 

 構造物や地盤情報、自治体のデータなど約 
22 万件の国土に関する情報を同一地図上
で表示した国土交通データプラットフォー
ム 1.0 を令和 2 年 4 月 24 日に公開 

 

・ 都市の３次元モデルの試作（2019 年度）
【国】 【計画通り進捗】 

 都市の３次元モデルの年度内試作に向けた
数都市での調査を実施、３次元モデルを試
作（横浜市みなとみらい） 
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・ 同プラットフォームの社会実装（本格稼働
と持続的な運用体制の確立）に向けたロー
ドマップ作成（2019 年度）【国】 

【計画通り進捗】 

 協議会会員から意見募集を実施するなど、
プラットフォーム構築に向けた調査・課題
整理を実施中 

 令和 2 年４月２４日にロードマップを公表 

 

 同プラットフォーム上での、経済活動や自
然現象のデータを連携させ、実世界の事象
をサイバー空間に再現する国土と交通に関
する統合的なデータ連携基盤の整備（2022
年度）【国】 

 国土交通データプラットフォーム（仮称）
整備計画を令和元年 5 月 30 日に公表 

 構造物や地盤情報、自治体のデータなど約 
22 万件の国土に関する情報を同一地図上
で表示した国土交通データプラットフォー
ム 1.0 を令和 2 年 4 月 24 日に公開 

 【継続】同プラットフォーム上での、経済活
動や自然現象のデータを連携させ、実世界の
事象をサイバー空間に再現する国土と交通に
関する統合的なデータ連携基盤の整備（2022
年度）【国】 

 
＜具体目標３＞ 
近年多発する自然災害に対応した、ＡＩを活用した強靭なまちづくり 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 自然言語処理技術を活用して、ＳＮＳ上の

災害関連情報等をリアルタイムに分析・要
約する情報通信プラットフォームの構築と
ロードマップ作成（2019 年度）【総】 

【計画通り進捗】 

 自治体等主催の訓練参加や実災害時での実
証等を通じて情報通信プラットフォームの
開発・改良を進め構築完了 

 構築した情報通信プラットフォームの活用
に向けたロードマップを作成 

 【新規】自然言語処理技術を活用して、ＳＮ
Ｓ上の災害関連情報等をリアルタイムに分
析・要約する情報通信プラットフォームの社
会実装に向けて、ロードマップに基づき、民
間主導で取組を推進（2020 年度）【総】 

・ 世界最高峰のメッシュネットワーク形成を
見据えた、平時及び災害時の社会基盤を支
える、交通信号機を活用したセキュアかつ
安価なハードウェア及びネットワークの開
発（2020 年度）【ＩＴ・警・総】 

 総務省及び警察庁それぞれが計３回の調査
検討会を開催し、2020 年度における小規模
実証の実施に向け、５G 基地局等を交通信
号機に設置する際のユースケース、通信エ
リア化シミュレーション、基地局整備コス

 【更新】フィージビリティスタディを踏ま
え、平時及び災害時の社会基盤を支える、交
通信号機を活用した 5G ネットワークの整備に
よるトラステッドネットワークの開発（2021
年度）【ＩＴ・警・総】 
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ト等のフィージビリティスタディ、５G ネ
ットワークの交通管制システムへの活用や
５G 基地局を交通信号機に設置するために
必要な検討を実施。 

 本フィージビリティスタディを通じて得ら
れた課題等を踏まえ、実施内容を見直し
た。 

・ 大規模・特殊災害の対応強化のための、複
数のロボットが連携し自律的に消火活動を
行う新技術の実証と、機能の最適化、コス
トダウン等の推進（2020 年度）【総】 

 平成 30 年度に開発した実戦配備型消防ロ
ボットシステムを消防本部へ実証配備 

 実証配備を通しての機能の最適化、低コス
ト化のための新技術の利用可能性の検討を
進め、量産型仕様の骨子をまとめた 

 【継続】大規模・特殊災害の対応強化のため
の、複数のロボットが連携し自律的に消火活
動を行う新技術の実証と、機能の最適化、コ
ストダウン等の推進（2020 年度）【総】 

・ 過去の経験を踏まえ、気候に関わるデータ
や地震・火山・津波・地殻変動に関わるデ
ータ（観測データ、予測データ等）をＡＩ
解析し、近未来の異常気象や地震・火山等
の自然災害の発生頻度を事前に評価する技
術の確立（2022 年度）【文】 

 機械学習を用いて近未来の気候変動予測デ
ータから異常気象を事前に評価する技術を
開発 

 地方公共団体等における適応策の立案・推
進を支援するため、本研究成果をデータ統
合・解析システム（DIAS）に実装 

 【更新】過去の経験を踏まえ、地震・火山・
津波・地殻変動に関わるデータ（観測デー
タ、予測データ等）をＡＩ解析し、地震・火
山等の自然災害の発生頻度等を事前に評価す
る技術の開発（2022 年度）【文】 

 災害にも強い自立・分散型エネルギーマネ
ージメントシステムの構築（2023 年度）
【文・経・環】 

 7 コンソーシアム(60 社以上)が参加し、電
動車や蓄電池を含むエネルギーリソースの
バーチャルパワープラントを目指した制御
技術を実証中 

 地域の再エネを活用した防災性の高い自
立・分散型エネルギーシステムの構築に資
する事業に対する支援を実施（2019 年度採
択実績２件） 

 【継続】災害にも強い自立・分散型エネルギ
ーマネージメントシステムの構築（2023 年
度）【文・経・環】 
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     【新規】ＳＩＰ第２期の『国家レジリエンス
（防災・減災）の強化』において、2022 年度
までに、防災現場での利⽤側との連携のも
と、災害時の被災状況の迅速な把握や時系列
の把握を可能とするための衛星データの解析
及び共有を行うシステムを開発し、社会実装
を実施（2022 年度）【CSTI・宇宙】 

 
（４）交通インフラ・物流 

＜具体目標１＞ 
人的要因による事故のゼロ化 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 一般道におけるレベル２自動運転、高速道

路におけるレベル４自動運転を実現するた
めの、データ基盤の構築（2020 年度）
【CSTI・ＩＴ・警・総・経・国】 

 自動運転システムの開発・検証(実証実験)
として、車両プローブ等情報を活用した地
図更新及び渋滞予測等の実現に向け、必要
な情報量やデータ様式等について検討を行
うとともに、自動運転実用化に向けた基盤
技術開発等を実施 

 【更新】一般道における運転支援（レベル
２）、高速道路における自動運転（レベル３
以上）を実現するための、データ基盤の構築
（2020 年度）【ＩＴ・CSTI・警・総・経・
国】 

 レベル３におけるヒューマンファクタの検
証（2020 年度）【CSTI・ＩＴ・警・経・
国】 

 走行環境条件を外れた場合等における運転
引継等に関する研究を実施 

 【継続】レベル３におけるヒューマンファク
タの検証（2020 年度）【ＩＴ・CSTI・警・
経・国】 
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＜具体目標２＞ 
移動に伴う社会コストの最小化 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 カメラ動画等とＡＩ画像解析を活用した

交通障害発生の自動検知・予測システム
の導入や、人や車の流動把握及びその分
析に基づく面的な観光渋滞対策の導入の
推進（2020 年度）【警・国】 

 降雪時の立ち往生車両を早期に発見するた
め、AI 技術を活用した交通障害自動検知シス
テムを試行的に導入 

 人や車の流動把握のため、カメラ画像の AI 解
析による交通量観測装置を導入 

 面的な観光渋滞対策の導入を推進するため、
2019 年度は、AI カメラや ETC2.0 を活用した
交通分析等を実施 

 【継続】カメラ動画等とＡＩ画像解析を活用
した交通障害発生の自動検知・予測システム
の導入や、人や車の流動把握及びその分析に
基づく面的な観光渋滞対策の導入の推進
（2020 年度）【警・国】 

・ 交通信号機をトラステッドな情報ハブと
して活用するための、セキュアかつ安価
なハードウェア及びネットワークの開発
（2020 年度）【ＩＴ・警・総】 

 総務省及び警察庁それぞれが計３回の調査検
討会を開催し、2020 年度における小規模実証
の実施に向け、５G 基地局等を交通信号機に
設置する際のユースケース、通信エリア化シ
ミュレーション、基地局整備コスト等のフィ
ージビリティスタディ、５G ネットワークの
交通管制システムへの活用や５G 基地局を交
通信号機に設置するために必要な検討を実
施。 

 本フィージビリティスタディを通じて得られ
た課題等を踏まえ、実施内容を見直した。 

 【更新】フィージビリティスタディを踏ま
え、交通信号機をトラステッドな情報ハブと
して活用するための、交通信号機を活用した
5G ネットワークの整備によるトラステッドネ
ットワークの開発（2021 年度）【ＩＴ・警・
総】 

・ 港湾物流（コンテナ物流）の生産性向上
のための港湾関連データ連携基盤の構築
（2020 年度）【ＩＴ・国】 

 2020 年末に港湾関連データ連携基盤を構築す
るためのシステム設計が終了 

 システム稼働に向けた関係事業者との議論等
を「港湾の電子化(サイバーポート)推進委員
会」および「サイバーポート検討 WG（港

 【継続】港湾物流（コンテナ物流）の生産性
向上のための港湾関連データ連携基盤の構築
（2020 年度）【ＩＴ・国】 
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湾・貿易手続）」において実施中 

ライフスタイルの変化に応じ、自動車
CASE 等の活用により新たな地域交通を
構築・最適化(2023 年度）【環】 

 EV を活用したカーシェアリング事業等による
脱炭素型地域交通モデルの構築に資する事業
に対する支援を実施（2019 年度採択実績 ２
件） 

 【継続】ライフスタイルの変化に応じ、自動
車 CASE 等の活用により新たな地域交通を構
築・最適化(2023 年度）【環】 

 
＜具体目標３＞ 
物流関連のプラットフォームから得られるデータを利活用した、物流網における生産性向上・高付加価値化 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 物流・商流データの個社・業界の垣根を

越えた蓄積・解析・共有・活用により実
現される、生産性向上・高付加価値化
と、民間主体の取組も視野に入れた、デ
ータ連携を実現するための基盤及び基盤
の構築に必要な自動認識技術等の検討
（2019 年度）【CSTI・経・国】 

【計画通り進捗】 

 サプライチェーン上の物流・商流に関わる
様々な情報を収集し関係企業等が共同して活
用出来るデータ基盤、物流センター等におけ
る荷役等の作業の自動化・省力化等について
の検討を実施 

 上記を受けて、戦略的イノベーション創造プ
ログラム（SIP）第２期「スマート物流サービ
ス」にて、データ基盤、自動化・省力化等に
ついて研究開発を開始 

 【新規】サプライチェーン上の物流・商流に
関わる様々な情報を関係企業等が共同活用
し、計画的で効率の良い物流等を実現するた
めの開発および物流・商流データ基盤等の社
会実装（2022 年度）【CSTI・経・国】 

・ 優れた熟練技能者のノウハウとＡＩ、Ｉ
ｏＴ、自働化技術を融合させた、遠隔操
縦・自働化システムの開発等によるＡＩ
ターミナルの実現（2022 年度）【Ｉ
Ｔ・国】 

・ ＡＩ等を活用したターミナルオペレーション
の効率化に関する実証事業等について、2022
年度までに所要のシステム開発に向けた検討
を実施。 

 AI 等を活用した、ガントリークレーン熟練技

・ 【継続】優れた熟練技能者のノウハウとＡ
Ｉ、ＩｏＴ、自働化技術を融合させた、遠隔
操縦・自働化システムの開発等によるＡＩタ
ーミナルの実現（2022 年度）【ＩＴ・国】 
 ガントリークレーン・遠隔操作 RTG の生
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 ガントリークレーン・遠隔操作 RTG 
の生産性向上 

 コンテナダメージチェックの迅速化 

能者の暗黙知の分析やコンテナのダメージチ
ェックシステムの構築に向けた検討を実施。 

産性向上 
 コンテナダメージチェックの迅速化 

海上物流の効率化を実現する自動運航船の
実用化（2025 年度）【国】 

 2025 年までの自動運航船の実現に向け、実海
域で実証を開始 

 【継続】海上物流の効率化を実現する自動運
航船の実用化（2025 年度）【国】 

 
（５）地方創生（スマートシティ） 

＜具体目標＞ 
直面する社会課題と、多様性を内包する社会の構築、デジタル・ガバメントの実現という３つの観点から、日本発のスマートシティをインフラ側・

ユーザ側の両面を考慮に入れて再定義し、その実現に向けた、インクルージョン・テクノロジーの開発と、スマートシティプラットフォームを形
成 

取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 受益者と高インパクトな受益内容の明確

化を含めたスマートシティのコンセプト
（例えばモビリティ、健康医療、エネル
ギー供給など）の再定義（2019 年度）
【CSTI・総・文・厚・農・経・国・
環】 

【計画通り進捗】 

 2020 年３月に「政府スマートシティ関連事業
における共通方針」（ビジョン、アーキテクチ
ャ、相互運用性、拡張性、組織・体制）を決
定し、2020 年度の各府省の事業から適用 

 

・ 官民が連携した、スマートシティ共通ア
ーキテクチャの構築（第一弾を 2019 年
度）【CSTI・ＩＴ・総・経・国】 

【計画通り進捗】 

 スマートシティ共通アーキテクチャを構築完
了した 

 これにより、各省プロジェクトにおける各デ
ータ連携基盤構築時に参照させ、相互運用性
のほか、拡張性、持続可能性を確保できるよ
うになった 
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・ 分野横断的に都市・地域問題、社会問題
に係るソリューションシステムを実装す
る、スマートシティモデルの公募・選定
（2019 年度）【CSTI・地方創生 ・総・
国】 

【計画通り進捗】 

 2019 年 5 月に全国の牽引役となる先駆的な取
組を行うスマートシティモデル事業の『先行
モデルプロジェクト』を１５事業選定（国交
省）、2017～2020 年度の３か年で「データ利
活用型スマートシティ」として１３事業を選
定（総務省）等、関連府省においてモデル事
業の選定済み 

 政府が一丸となり官民の知恵やノウハウを結
集してスマートシティの取組を加速するた
め、内閣府、総務省、経済産業省、国土交通
省の４府省共同で、令和元年 8 月にスマート
シティ官民連携プラットフォームを設立 

 【新規】スマートシティの全国展開及び都市
間連携の推進に向け、関係府省連携のもと官
民連携プラットフォームを活用したハンズオ
ン支援やマッチング支援等を通じたモデル都
市の構築、ガイドラインの策定（2020 年度）
【CSTI・地方創生・総・経・国】 

・ インクルージョン・テクノロジーの体系
化と研究開発要素の特定（2019 年度）
【総・文・厚・経】 

【一部未了】 

 有識者会議「AI インクルージョン推進会議」
にて、ケーススタディとして「外国人」・
「地域・地方」を選定し、インクルージョ
ン・テクノロジーの体系化を行うと共に、
様々な社会的課題の解決に資する具体的なＡ
Ｉ関連プロジェクトを３件選定した。 

 しかしながら、インクルージョン・テクノロ
ジーの体系化と研究開発要素の特定までには
至らなかった。 

 【継続】インクルージョン・テクノロジーの
体系化と研究開発要素の特定（2020 年度）
【総・文・厚・経】 

  

・ エネルギー消費に関するデータを収集・
解析し、ナッジやブースト等の行動イン
サイトとＡＩ/ＩｏＴ等の先端技術の組

【計画通り進捗】 

 スマートフォンの GPS センサによる車両の加
減速等の情報に基づいてドライバーの行動変

 【更新】エネルギー消費に関するデータを収
集・解析し、ナッジやブースト等の行動イン
サイトと AI/IoT 等の先端技術の組合せ（BI-
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合せ（BI-Tech）により、一人ひとりに
パーソナライズされたメッセージをフィ
ードバックし、省エネ行動を促進（2019
年度）【環】 

容を促すエコドライブナッジを開発し、公道
で実証中 

 一般家庭の電気の使用実態に応じて、各世帯
にスマートスピーカーを通じてフィードバッ
クする節電ナッジのパイロット実証に必要な
システムを開発中 

 ブロックチェーン技術を活用して、再生可能
エネルギーの CO2 削減価値（環境価値）のリ
アルタイム C2C 取引プラットフォームの実証
を開始 

 個々の省エネ行動の総和として全体での省エ
ネを成立させるための仕組みの構築も追加す
る必要がある 

Tech）により、一人ひとりにパーソナライズ
されたメッセージをフィードバックし、省エ
ネ行動を継続促進するとともに、BI-Tech に
よる省エネ等の行動変容に対する効果の定量
化及び発信（2022 年度）【環】 

 
 【新規】 衛星データや地上観測データを用い

た解析と、IoT データや高時空間解像度のビッ
グデータを活用した活動量解析とを組み合わ
せ、排出量推定精度の向上を検討（2022 年
度）【環】 

・ 同共通アーキテクチャの恒常的な見直し
体制の構築（2020 年度）【CSTI・総・
経・国】 

 「スマートシティアーキテクチャ検討会議」
（2019 年 9 月～）等にて、アーキテクチャの
恒常的な見直し体制について検討中であり、
関連する官民の取組（COCN デジタルスマー
トシティプロジェクト等）とも連携予定 

 【継続】同共通アーキテクチャの恒常的な見
直し体制の構築（2020 年度）【CSTI・総・
経・国】 

・ 中核都市、地方都市、海外が連動する人
流モデルの構築（2020 年度）【総・
経】 

 有識者会議「AI インクルージョン推進会議」
で示された AI 関連プロジェクトの実施によ
り、多様性を内包する社会の構築に道筋がつ
いた 

 人流モデルの構築に向け継続 

 【継続】中核都市、地方都市、海外が連動す
る人流モデルの構築（2020 年度）【総・経】 

・ 各種データ（例えば、衛星測位データ）
を活用した、モビリティとサービス（例
えば、観光、飲食、農業、就労、医療、
教育、デジタル・ガバメントなど）を融

 MaaS 等の新たなモビリティ・サービスについ
て、現在の取組、課題、将来像等をとりまと
め、「官民 ITS 構想・ロードマップ 2019」の
項目として位置づけた（2019 年 6 月） 

 【更新】各種データ（例えば、衛星測位デー
タ）を活用した、モビリティとサービス（例
えば、観光、飲食、農業、就労、医療、教
育、デジタル・ガバメントなど）を融合させ
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合させた新しいモビリティ・サービスの
創出（2020 年度）、その海外展開【Ｉ
Ｔ・宇宙・経・国・環】 

 次期ロードマップ策定に向け、2030 年モビリ
ティ検討会を立ち上げ、将来像の具体化を推
進 

 「その他海外展開」については、コロナの影
響で 2020 年度の国際会議が中止となった。 

た新しいモビリティ・サービスの創出（2020
年度）と連携基盤の整備（2022 年度）及びそ
の海外展開【ＩＴ・宇宙・経・国・環】 

・ 国内外のスマートシティ間などで、行政
サービス、医療・介護や教育などが切れ
目なく提供されることを可能とする情報
基盤・制度・ＡＩサービスの構築（2020
年度）【CSTI・総・経・国】 

・ スマートシティについて、都市内や都市間の
データ連携を容易にするための具体的な方法
などを規定した共通アーキテクチャを構築し
た（2020 年３月)。 

 【継続】国内外のスマートシティ間などで、
行政サービス、医療・介護や教育などが切れ
目なく提供されることを可能とする情報基
盤・制度・ＡＩサービスの構築（2020 年度）
【CSTI・総・経・国】 

・ 外国人旅行者等への効果的・効率的な対
応等による満足度向上を図るため、ＡＩ
等を活用した観光案内所の情報発信機能
の強化や、ＳＮＳデータ等の分析により
国内の隠れた観光資源の発掘や活用等を
促進（2020 年度）【国】 

 ＡＩ等を活用した観光案内所の情報発信機能
の強化等を含む補助制度により、案内業務効
率化等のための AI チャットボットの導入を含
む計画を１件認定（2020 年 3 月） 

 AI ツール等を活用し、分析するターゲット
（国・地域・言語）とともに、隠れた観光資
源の調査・発掘を行う国内のターゲット（都
道府県）を選定。上記ターゲットを対象とし
た SNS 分析を実施 

 【継続】外国人旅行者等への効果的・効率的
な対応等による満足度向上を図るため、ＡＩ
等を活用した観光案内所の情報発信機能の強
化や、ＳＮＳデータ等の分析により国内の隠
れた観光資源の発掘や活用等を促進（2020 年
度）【国】 

・ 人や物の移動など全ての移動における、
ニーズに応じた地域全体の最適化（2021
年度）【ＩＴ・警・経・国】 

 MaaS 等の新たなモビリティ・サービスについ
て、現在の取組、課題、将来像等をとりまと
め、「官民 ITS 構想・ロードマップ 2019」の
項目として位置づけた（2019 年 6 月） 

 次期ロードマップ策定に向け、2030 年モビリ
ティ検討会を立ち上げ、将来像の具体化を推
進 

 【更新】人や物の移動など全ての移動におけ
る、ニーズに応じた地域全体の最適化（2021
年度）に向けた将来ビジョンの策定（2020 年
度）【ＩＴ・警・経・国】 

 



76 
 

（６）その他 
＜具体目標＞ 
 ものづくり、金融等の各分野及び分野間おけるＡＩ社会実装の実現 
 研究開発の社会実装推進体制の整備 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 本戦略を踏まえた、ものづくり分野にお

ける生産性向上などの重点 5 分野以外を
含む分野毎の具体的な社会実装戦略の策
定（サイバー・フィジカルの融合、官民
の役割分担等を考慮）（2019 年度）
【CSTI】 

【計画通り進捗】 

 AI を利用したものづくり分野について、民間企
業や有識者との意見交換等を実施するとともに、
本戦略の社会実装における重点分野化を視野にい
れた具体的な取組を複数策定 

 

 欧米、アジア（シンガポール、ベトナ
ム、タイ、インドなど）、オーストラリ
ア、中東及びアフリカ地域（ＴＩＣＡＤ
７（横浜）の機会を活用）の大学・研究
機関・研究支援機関等との連携強化
（2019 年度）（再掲）（II－２（１
―B）参照）【総・外・文・経】 

【計画通り進捗】 

 2019 年 4 月に経産省とドイツ連邦教育研究省
（BMBF）間で、産業技術総合研究所とドイツ人
工知能研究センターの連携を強化し、より高度な
AI の開発等を加速させるための研究連携に関す
る共同声明に署名 

 産総研においては、2019 年 6 月にフランス国立
情報学自動制御研究所（Inria）との人工知能技術
を含む情報・通信技術分野における研究協力覚書
（MOU）に署名するなど、海外機関との連携体
制を強化 

 【更新】欧米、アジア等国外の大学・研究
機関・研究支援機関等との連携強化（2020
年度）【総・外・文・経】 
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・ 公的分野・産業分野において、研究開発
成果の社会実装を促すためのシステム・
アーキテクチャを持続的に先導するた
め、米国ＮＩＳＴ等の枠組みを参考に、
ＳＩＰ 等の研究開発を含め、本戦略に
おいて取り組む広範な領域を主対象に、
分野横断的な共通課題や知見の共有、具
体的な指針を策定するための関係府省が
連携した推進体制として会議体を設置。
ファンディング・エージェンシーとも連
携（2019 年度）【CSTI・ＩＴ・経】 

【計画通り進捗】 

・ デジタル化による社会全体のイノベーションを加
速する観点から、分野をまたがるシステム連携や
データ流通等を前提とした制度設計の最適化に向
けて、分野横断的なデータ形式や機能、データ取
扱いに係るルールの共通化や、イノベーションが
期待できる個別分野制度設計や研究開発方針等の
最適化に向けた検討を行う「デジタル社会構築タ
スクフォース」を設置するとともに、国内の研究
機関の連携を目的に設置した「人工知能研究開発
ネットワーク」を通じてファンディング・エージ
ェンシーと連携できる体制を整備。 

 

・ 前述の会議体の下に、アーキテクチャ設
計を担う専門家による体制を構築、加え
て米国ＮＩＳＴやドイツの関係機関等と
の連携を検討（2020 年度）【CSTI・Ｉ
Ｔ・経】 

 IPA（独立行政法人情報処理推進機構）にアーキ
テクチャ設計を担う専門家による体制を構築する
ことを検討。 

 2019 年 12 月 6 日「情報処理の促進に関する法律
の一部を改正する法律」を公布。 

 IPA にデジタルアーキテクチャ・デザインセンタ
ーの設立に向けた準備室を設置。 

 【更新】IPA にアーキテクチャ設計を担う
専門家による「デジタルアーキテクチャ・
デザインセンター」を設立し、米国ＮＩＳ
Ｔやドイツの関係機関等との連携を推進
（2020 年度）【ＩＴ・CSTI・経】 

・ 農研機構の取組を参考に、ＡＩ専門家・
ＡＩ研究員における、ＯＪＴでのＡＩに
関する課題検討の実施等、主要な国研等
での研究開発の社会実装推進体制の整備
（2020 年度）【CSTI・ＩＴ・厚・農・
経・国】 

・ 研究者同士が交わる場として人工知能研究開発ネ
ットワークの立ち上げを完了 

・ 同ネットワークへの農研機構の参画により、農研
機構での取組の展開機会が構築された 

 【更新】人工知能研究開発ネットワークで
の活動により得られる知見を参考に、ＡＩ
専門家・ＡＩ研究員における、ＯＪＴでの
ＡＩに関する課題検討の実施等、主要な国
研等での研究開発の社会実装推進体制の整
備（2020 年度）【ＩＴ・CSTI・厚・農・
経・国】 
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・  ・   【新規】先進技術の国内外での社会実装等
の促進に向け、ＡＩ等ソフトウェアの研究
開発及びそれを活用した新たなサービスの
社会実装を強化するための、民間の研究開
発投資を支援する関連制度等の見直し検討
（2020 年度）【経】 

 
（７）ものづくり 

＜具体目標＞ 
・ 熟練者の知識・経験等をモデル化したＡＩ技術活用による、ものづくり現場の生産性向上 
・ ものづくり中小企業等のＡＩの高度化・活用を通じた労働生産性の向上（支援企業が生み出す付加価値額の年率平均３％以上の向上等） 
・ AI・ビッグデータ等のデジタル技術を用いた製造業の競争力強化 

2020 年度以降（の取組） 
 【新規】中小企業・小規模事業者等が行う革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善に必要な設備投資等を支援（2020 年度）

【経】 
 【新規】中小企業が、大学・公設試等と連携して行う、ものづくり基盤技術高度化のための研究開発等の取組を最大３年間支援（2020 年度）

【経】 
 【新規】中小企業間でデータ・情報を共有し、連携体全体として新たな付加価値向上を図るプロジェクトを支援（2020 年度）【経】 
 【新規】設計や製造などのものづくり現場に蓄積されてきた暗黙知（経験や勘）の伝承・効率的活用を支え、生産性を向上させる AI 技術を開

発（2023 年度）【経】 
 【新規】マテリアルズ・インフォマティクスの活用の観点から機能性材料開発につながる多数のデータを自動的に処理、加工、解析、管理を行

うデータ基盤システムの整備（2021 年度）【経】 
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（８）新型コロナウイルス対応 
2020 年度以降（の取組） 
 【再掲】中核都市、地方都市、海外が連動する人流モデルの構築（2020 年度）（III－１（５）参照）【総・経】 
 【新規】ＡＩホスピタルによる高度診断・治療システムの成果を活用し、人工知能アバターを利用した新型コロナウイルス感染症の相談補助シ

ステムの開発と、治療薬・ワクチンの開発に資するデータ連携基盤の構築（2020 年度）【CSTI】 
 【新規】衛星による測位データやリモートセンシングデータを活⽤し、災害対策・国⼟強靱化に貢献する新たなモデルの実証研究を実施

（2020 年度）【CSTI･宇宙】 
 【新規】人手不足が急激に深刻化する中、大幅な省力化が可能なスマート農業の実証により、実装の加速化にむけて営農メリットを明確化

（2020 年度）【農】 
 【新規】公共事業において、設計・施工から維持管理に至る一連のプロセスやストック活用を３次元デジタルデータで処理可能とすること等に

より、インフラ・物流分野等におけるＤＸを推進し、抜本的な生産性向上と非接触・リモート型への転換を実現（2020 年度）【国】 
 【新規】サイバー・フィジカル・システムによる強靱で活力のある社会の基盤となる Beyond ５Ｇ実現に向けた取組を推進（2020 年度）

【総】 
 【新規】非対面・遠隔での活動の基盤として、サイバーセキュリティに関する検証技術構築支援や中小企業の対策支援を行うとともに、自動走

行ロボットを用いた配送のための技術開発や地方に分散する複数のデータセンターを統合的に管理するソフトウェア開発、中小企業のデジタル
化促進のための設備投資を充実（2020 年度)【経】 

 【再掲】新しい生活様式を見据え、農業・食品産業のデジタル化・リモート対応やサプライチェーンの強靭化のため、「スマートフードチェー
ンシステム」の本格稼働と、我が国農水産物・食品の輸出に向けた海外への展開（2023 年度）（III－１（２）参照）【ＩＴ・CSTI・農】 

 【新規】ICT 等のイノベーションの成果を現場で社会実装し、「環境・経済・社会」の課題を同時解決する「地域循環共生圏」を地域のニーズ
に合わせた形で推進することで、自律分散型の地域を創出（2020 年度）【環】 

 【新規】経済回復及び民間の産業力強化に資する研究開発投資を支援する関連制度等の見直しを検討（2020 年度）【経】 
 【新規】新型コロナウイルス感染症に起因する大学、企業等における資金、人材、環境、研究プロセス・成果等の科学技術・イノベーション活

動の影響等を調査・分析することによって、エビデンスに基づく的確な政策の企画立案等に貢献（2020 年度）【文】 
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Ⅲ－２ データ関連基盤整備 
（１）データ基盤 

＜具体目標＞ 
 重点５分野（健康・医療・介護、農業、国土強靭化、交通インフラ・物流、地方創生）における、ＡＩの活用のためのデータ連携基盤の本格稼働 
 収集するビッグデータの品質確認、保証に資する取組の実施 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 関連の各府省プロジェクトにおける共通デ

ータアーキテクチャの検討、各データ連携
基盤との連携（2019 年度）【CSTI・Ｉ
Ｔ・総・文・農・経・国】 

【一部未了】 

・ スマートシティ共通アーキテクチャを構築
した 

・ 地理空間情報の共通データ基盤である「G
空間情報センター」におけるアーキテクチ
ャを構築した 

・ G 空間情報センターと防災分野データ連携
基盤（SIP４D）とを連携し、自治体（小田
原市）向け橋梁定期点検システムでの実証
を実施 

 【更新】スマートシティ共通アーキテクチャ
を参照し、関連の各府省プロジェクトにおけ
るデータ連携基盤を連携（2020 年度）【Ｉ
Ｔ・CSTI・総・文・農・経・国】 

 共通で利用するビッグデータ（例えば、農
業、エネルギー、健康・医療・介護、自動
運転、ものづくり、物流・商流、インフ
ラ、防災、地球環境、海洋、衛星データ）
に関するインフラやプラットフォームの整
備（2020 年度）【CSTI・ＩＴ・宇宙・海
洋・総・文・厚・農・経・国・環】 

・ エネルギー、物流・商流に関するデータプ
ラットフォーム等の整備開発に着手（農
業、健康・医療・介護、自動運転、ものづ
くり、インフラ、防災、地球環境、海洋、
衛星データに関するデータプラットフォー
ム等は継続的に整備中） 

・ 【継続】共通で利用するビッグデータ（例え
ば、農業、エネルギー、健康・医療・介護、
自動運転、ものづくり、物流・商流、インフ
ラ、防災、地球環境、海洋、衛星データ）に
関するインフラやプラットフォームの整備
（2020 年度）【ＩＴ・CSTI・宇宙・海洋・
総・文・厚・農・経・国・環】 
 

・ データ連携基盤を支えるための、膨大なデ
ータを円滑にやり取りできるネットワーク

・ 基幹網からアクセス網における大容量化・
高効率化を実現するためのマルチコアファ

・ 【継続】データ連携基盤を支えるための、膨
大なデータを円滑にやり取りできるネットワ
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技術の確立（2021 年度）【総】 イバ技術等の２次試作及び当該試作技術の
初期評価中 

ーク技術の確立（2021 年度）【総】 

・ データ連携基盤において、収集するビッグ
データの偏りや誤りなどを検知し、品質保
証に資する基盤技術の確立（2022 年度）
【CSTI・総・文・経】 

・ 分野ごとデータ連携基盤において、データ
の提供主体の真正性、データの取扱いに係
る契約、データの信頼性、パーソナルデー
タの取扱い等のツール調査・棚卸を実施 

・ 【継続】データ連携基盤において、収集する
ビッグデータの偏りや誤りなどを検知し、品
質保証に資する基盤技術の確立（2022 年度）
【CSTI・総・文・経】 

・ データ連携基盤と連携した、ＡＩビッグデ
ータ解析環境の提供（2023 年度）
【CSTI・文】 

・ ビッグデータ解析環境として学術情報ネッ
トワーク（SINET）との連携技術を開発中 

・ PoC として全国地震観測データ流通ネット
ワークからリアルタイムで地震観測情報を
取得し解析するシステムを設計中 

 【継続】データ連携基盤と連携した、ＡＩビ
ッグデータ解析環境の提供（2023 年度）
【CSTI・文】 

・  ・   【新規】ベースレジストリに該当し得る情報
を格納した登記・登録や台帳類の電子化、共
通語彙基盤として整備を進めてきた社会の基
本情報のデータ標準や品質確保の取組を踏ま
えつつ、ベースレジストリの特定と整備方針
の具体化、それに沿った情報システムやデー
タ標準の整備をベースレジストリ以外のデー
タも含め推進（2020 年度）【ＩＴ】 

・  ・   【新規】分野間データ連携基盤技術の機能モ
ジュールをオープンソースソフトウェアとし
て一般公開するとともにリポジトリを管理す
るためのポータル運営事業と、機能モジュー
ルやリポジトリの更新事業、そして、機能モ
ジュールを分野ごとデータ連携基盤を保有す
る産官学の各団体へ適用を促進する事業等の
活動から、分散型分野間データ連携を推進す
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る民間団体を設立(2020 年度)【ＩＴ・CSTI】 

・  ・   【新規】リアルデータをはじめとするデータ
の利活用を推進するため、司令塔機能を含む
体制を明確化した上で、データ・ガバナンス
に係るルール整備のあり方について関係府省
で検討を行い、科学技術基本計画へ反映
（2020 年度）【ＩＴ・CSTI・知財・その他関
係府省等】 

 
（２）トラスト・セキュリティ 

＜具体目標１＞ 
米国、欧州等と国際相互認証が可能なトラストデータ連携基盤の構築、整備 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 トラストコンポーネント基盤技術の課題整

理、政府としての整備方針の策定（2019 年
度）【CSTI】 

【計画通り進捗】 

 電子署名やタイムスタンプの各認証局が独
自に設定している API を共通化するため、
国内認証局とタイムスタンプ局 10 社にて
API モデル、データ形式、通信プロトコル
の規格を統一。 

 トラストサービス検討ワーキンググループ
にて、我が国におけるトラストサービスの
在り方について、国際的な動向も踏まえつ
つ検討実施し、具体的なニーズと課題が顕
在化しているタイムスタンプ、e シール、
リモート署名について取組の方向性を提示 

 【新規】トラストサービスに対する以下の具
体ニーズや解決すべき顕在課題について優先
的に対応（2020 年度）【総】 
 タイムスタンプについて、国による認定制

度の整備 
 e シールについて、一定の基準に基づく民間

の認定制度の創設に向けて、ユースケース
の調査及び技術的要件等を整理 

 リモート署名について、技術や運用の動向
も踏まえつつ、電子署名法上の位置づけの
明確化検討 
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 Society 5.0 のセキュリティ確保のための
「サイバー・フィジカル・セキュリティ対
策フレームワーク」を踏まえた、以下の対
応【経】 
 産業分野別セキュリティガイドライン等

の整備（2019 年度～） 
 サイバー空間におけるつながりの信頼性

を確保するための対策の検討を開始
（2019 年度） 

【計画通り進捗】 

 ビル、電力、スマートホーム、自動車、防
衛の産業分野ごとに、ステークホルダーと
連携してサイバーセキュリティ対策を検討
するサブワーキンググループを設置し、ガ
イドライン等の策定に向けた検討を実施中 

 特に、ビルについては、ビルの管理・制御
システムに係る各種サイバー攻撃のリスク
と、それに対するサイバーセキュリティ対
策を整理し、６月１７日付で、ビルに関わ
るステークホルダーが活用できるガイドラ
インの第１版を完成 

・ 【継続】Society 5.0 のセキュリティ確保のた
めの「サイバー・フィジカル・セキュリティ
対策フレームワーク」を踏まえた、以下の対
応【経】 
 産業分野別セキュリティガイドライン等の

整備（2020 年度～） 
 IoT 機器・システムのカテゴライズ及びセキ

ュリティ・セーフティ要求の検討に資する
フレームワークの策定（2020 年度） 

・ 米国、欧州とのセキュリティ技術に関する
連携体制の構築（2020 年度）【経】 

 制御システム分野において企業が機器・シ
ステム等を調達する際に、調達先に求める
セキュリティ要件の考え方について、米
国・欧州の関係者と共通の枠組みを検討。 

・ 【継続】米国、欧州とのセキュリティ技術に
関する連携体制の構築（2020 年度）【経】 

・ データ品質の担保を含む、ＡＩのライフサ
イクル、及びＡＩの品質保証に関する国際
標準の提案（2021 年度）【経】 

 2019 年 10 月、国際標準化機構・国際電気
標準会議の合同委員会を日本に招致し、AI
ライフサイクルの標準提案の根回しと、AI
品質に関して協調性を強化して議論を進め
ることで合意を完了し、今後の我が国から
の規格提案に向けた土台作りを実施 

 NEDO 事業「次世代人工知能・ロボット中
核技術開発」を活用し、機械学習品質マネ
ジメントガイドラインの策定と、機械学習
品質評価共通基盤（テストベッド）の開発
を推進 

・ 【継続】データ品質の担保を含む、ＡＩのラ
イフサイクル、及びＡＩの品質保証に関する
国際標準の提案（2021 年度）【経】 
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・ なりすましや改ざんのない、真正性を保
証・担保する仕組みの構築（2021 年度）
【CSTI・総・経】 

 分野ごとデータ連携基盤において、データ
の提供主体の真正性、データの取扱いに係
る契約、データの信頼性、パーソナルデー
タの取扱い等のルール調査・棚卸を実施 

・ 【継続】なりすましや改ざんのない、真正性
を保証・担保する仕組みの構築（2021 年度）
【ＩＴ・CSTI・総・経】 

トラストデータ流通基盤（アクセス制御、デ
ータ、ユーザレイティング機能等）の開発
（2023 年度）【CSTI・経】 

 電子署名やタイムスタンプの各認証局が独
自に設定している API を共通化するため、
国内認証局とタイムスタンプ局 10 社にて
API モデル、データ形式、通信プロトコル
の規格を統一 

 【継続】トラストデータ流通基盤（アクセス
制御、データ、ユーザレイティング機能等）
の開発（2023 年度）【CSTI・経】 

 
＜具体目標２＞ 
年々複雑化・巧妙化するサイバー攻撃に対し、「予防」「検知」「対処」の各フェーズにおいて、ＡＩを活用した高効率かつ精緻な対策技術を確立 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 ＡＩを活用したサイバー対策を行う民間を

後押しするための仕組み、国の研究成果の
実用化・技術移転に関する支援策を整備
（2019 年度）【経】 

【計画通り進捗】 

 2019 年度、有識者会議を複数回開催し、ユ
ーザ及びベンダーの協力を得ながら、日本
発のサイバーセキュリティ製品の有効性検
証と実環境での試行検証をそれぞれ実施。 

 重要分野マップ、製品の評価項目とその公
表内容(案)、導入事例公表の手引き(案)を
まとめた。 

 【更新】2019 年度に策定した評価項目や手引
き等を踏まえ、ＡＩを活用したサイバー対策
を行う民間を後押しするための仕組み、国の
研究成果の実用化・技術移転に関する支援策
を整備（2020 年度）【経】 

 国として加速化して重点的に取り組むべき
研究開発を明確化し、（別表 2）を参考
に、以下の技術を実現するための工程表を
作成（2019 年度）【NISC・CSTI・総・
経】 
 予防のためのＡＩ ：ハードウェアの動作

【計画通り進捗】 

 関係省庁と議論し、別表２を参考に国とし
て重点的に取り組むべき研究開発を明確化
し、技術を実現するために各省が取り組む
工程表を作成完了 

 【新規】2019 年度に作成した工程表に基づ
き、各省において研究開発・実証を推進
（2022 年度）【NISC・CSTI・総・経】 
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特性把握による不正機能検出等 
 検知のためのＡＩ ：大量パケット情報解

析による攻撃手法検知等 
 対処のためのＡＩ ：緊急対応が必要なア

ラートの自動抽出等 

 作成した工程表に基づき実行に移る 

 ５年～１０年先に実現を目指す長期的取組
（サイバーセキュリティ確保のためのＡＩ
そのものを守る技術等）についての検討
（2019 年度）【NISC・CSTI・総・経】 

【計画通り進捗】 

 関係省庁と議論し、５年～１０年先に実現
を目指す取り組みについて検討を行い、必
要な研究開発技術を整理した 

 しかしながら、技術の進展に伴い長期的に
必要な研究課題は変化することから、継続
して検討することが好ましい。 

 【新規】５年～１０年先での実現を目指す、
サイバーセキュリティ確保のためのＡＩその
ものを守る技術等について、2019 年度の検討
結果を踏まえ、開発に着手するとともに、状
況変化に応じた検討見直しや新たに取り組む
べき事項を継続し検討（2020 年度）【NISC・
CSTI・総・経】 

 
（３）ネットワーク 

＜具体目標１＞ 
Society 5.0 を支える 21 世紀の基幹となる情報通信インフラである第 5 世代移動通信システム（５G）や光ファイバにおける日本全国での整備を推

進 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ ５G 導入のための基地局の開設指針におい

て、開設計画の認定を受ける通信事業者に
対し、2020 年度までの全都道府県での５G
基地局運用開始等を義務付け（2019 年度）
【総】 

【計画通り進捗】 

 2019 年４月に５G 導入のための基地局の開
設指針に基づく開設計画の認定を行い、通
信事業者に対し 2020 年度までの全都道府
県での５G 基地局運用開始等を義務付け完
了 
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 通信事業者等による５Ｇのエリア整備を推
進する（2020 年度～）とともに、５G を支
える光ファイバ網の整備を推進（2019 年度
～）【総】 

【2019 年度分について計画通り進捗】 

 携帯電話事業者等が条件不利地域において
５Ｇ基地局を整備する場合など、一定の要
件を満たす場合に国がその整備費の一部を
支援する「携帯電話等エリア整備事業」に
ついて、令和２年度事業により５Ｇ基地局
整備を予定する団体等に対して事業実施の
内示を実施。 

 電気通信事業者等が条件不利地域等におい
て高速・大容量無線局の前提となる光ファ
イバ等を整備する場合、国がその整備費の
一部を支援する「高度無線環境整備推進事
業」についても、令和２年度事業実施の内
示等に向けて推進中。 

 【更新】「携帯電話等エリア整備事業」や
「高度無線環境整備推進事業」により、通信
事業者等による５Ｇのエリア整備を推進する
とともに、５G を支える光ファイバ網の整備
を継続推進（2020 年度）【総】 

    【新規】Beyond ５Ｇの早期実現に向け、有
無線技術の研究開発の強力な推進及び研究開
発プラットフォームの整備や、知財・標準化
に関する戦略的な目標の設定及び体制強化
（2025 年度）【総】 
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＜具体目標２＞ 
日本全国でＡＩの活用が可能となるためのネットワーク基盤の高度化と安全・信頼性の確保 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 柔軟なネットワーク制御を可能とするネッ

トワーク仮想化への対応を含めたネットワ
ークビジョンの策定（2019 年度）【総】 

【計画通り進捗】 

 「電気通信事業分野における競争ルール等
の包括的検証」（2019 年 12 月情報通信審
議会答申）において、ネットワークにおけ
る仮想化技術等の導入の進展を見据え、主
体の確認、ネットワークの安全・信頼性や
利用者利益の確保、仮想化技術等を通じた
円滑な事業者間連携等について、2030 年を
見据えたネットワークビジョンを踏まえた
基本的な対応の方向性を整理 

 

・ 革新的ＡＩネットワーク統合基盤技術の研
究開発（障害対応の自動化技術、ネットワ
ーク設計の自動化技術）（2020 年度）
【総】 

 障害対応の自動化、ネットワーク設計の自
動化等を行うプラットフォームの二次試作
及び、当該試作プラットフォームの単体評
価完了 

 【継続】革新的ＡＩネットワーク統合基盤技
術の研究開発（障害対応の自動化技術、ネッ
トワーク設計の自動化技術）（2020 年度）
【総】 

 ５G の更なる高度化に向けた研究開発
（2022 年度）【総】 

 5G の更なる高度化のための研究開発の公
募（期間：2019 年 3 月～4 月）を受け、8
月より「高信頼な高度 5G ネットワーク制
御技術」「ミリ波帯における高エネルギー
効率な無線技術」「高効率な周波数利用技
術」の研究開発を開始し、2019 年度はシス
テムの基本設計及びそのシステムの基礎的
な評価等を実施 

 【継続】５G の更なる高度化に向けた研究開
発（2022 年度）【総】 
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Ⅲ－３ AI 時代のデジタル・ガバメント 
＜具体目標１＞ 
ＡＩを活用した公共サービスの利便性・生産性の向上 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 官民データ活用推進基本法に基づ

く、ＡＩサービスに資する各種官民
データのオープン化、データ連携基
盤とのＡＰＩ 連携による民間利用機
会の増大（2019 年度）【ＩＴ】  

【計画通り進捗】 

 利用価値の高いオープンデータをより効率的に提供で
きることを目的とした、政府オープンデータカタログ
サイト DATA.GO.JP における 2019 年 11 月時点公開
データセット数は 25737(2016 年 9 月時点 17678)とな
っており、掲載セット数の推移は着実に増加を指示し
ている 

 上記カタログサイトにはデータ取得用 API を実装して
おり、民間利用機会の増大に向けた準備は完了 

 

・ 警察活動の高度化・効率化のための
ＡＩの試験的導入（2019 年度）
【警】 

【計画通り進捗】 

 警察活動の高度化・効率化のための AI の導入に向
け、実証実験用環境の整備及び当該環境を用いた実証
実験を実施し、実導入に向けた課題、効果等を把握 

 実導入に向け、活動を継続 

 【更新】警察活動の高度化・効率化のた
めのＡＩの試験的導入、及び実導入に向
けた検討（2020 年度）【警】 

・ 行政機関において、データサイエン
ス、統計学、ＡＩに専門性を有する
スタッフを配置し、データ収集と解
析、ＡＩ応用を促進すると同時に、
データ・インテグリティーを担保で
きる権限を付与（2020 年度）【Ｉ
Ｔ・総】 

 「ＥＢＰＭを推進するための人材の確保・育成等に関
する方針」等に基づき、オンライン研修を活用した、
府省横断的な研修プログラムを体系的に再構築 

 行政分野における、統計人材ニーズの急速な高まりや
統計の品質管理の推進等、昨今の統計を取り巻く環境
の変化を踏まえ、必要な人材育成プログラムを充実・
強化 

 【継続】行政機関において、データサイ
エンス、統計学、ＡＩに専門性を有する
スタッフを配置し、データ収集と解析、
ＡＩ応用を促進すると同時に、データ・
インテグリティーを担保できる権限を付
与（2020 年度）【ＩＴ・総】 
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・ 研究者の負担軽減に向けた、大学・
国研の研究支援事務並びに国及びフ
ァンディング・エージェンシーの事
務のＡＩ化（2020 年度）【文・経】 

 理研 AIP において物品購入や旅費等の各種申請につい
て日英対応でのシステム化等を実施 

 【継続】研究者の負担軽減に向けた、大
学・国研の研究支援事務並びに国及びフ
ァンディング・エージェンシーの事務の
ＡＩ化（2020 年度）【文・経】 

・ 行政機関におけるデータ収集、統計
解析基盤の確立（2020 年度）【Ｉ
Ｔ・総】  

 各府省が所管する統計データを提供する基盤として、
政府統計のポータルサイト「政府統計の総合窓口(e-
Stat)」を整備し、平成 20 年 4 月から運用を開始して
おり、e-Stat では統計データを高度に利活用可能な
API 機能や統計 GIS 機能などを提供し、政府統計の利
活用の環境整備を推進中 

 次期システムについては令和５年１月にシステム更改
を予定しており、令和２年度に実施する要件定義の経
費を確保済。 

 【継続】行政機関におけるデータ収集、
統計解析基盤の確立（2020 年度）【Ｉ
Ｔ・総】 

・ データ等の適切な解析からのＩＴ政
策へのフィードバック・ループの実
現（2022 年度）【ＩＴ・総】 

 政府統計の総合窓口(e-stat)に掲載される統計データ
を高度利用型に転換するなどの整備を行うとともに、
行政保有データ（統計関連）の棚卸結果等を踏まえ、
データの公開を推進中 

 【継続】データ等の適切な解析からのＩ
Ｔ政策へのフィードバック・ループの実
現（2022 年度）【ＩＴ・総】 

・ ＡＩを活用した救急搬送の効率化
（2022 年度）【総】 

 AI を活用した救急隊の最適配置の検討について、実
際に救急隊を移動配置した実証実験を実施 

 【継続】ＡＩを活用した救急搬送の効率
化（2022 年度）【総】 

・ デジタル・ガバメント化の利点を最
大限に活かすために、スマートフォ
ン等の携帯端末上で、多言語であら
ゆる行政サービスを受けることがで
きるプラットフォームを構築し、Ａ
Ｉ One Stop サービスを実現（2025
年度）【総】 

 有識者会議「AI インクルージョン推進会議」におい
て、AI One Stop サービスを含めた様々な社会的課
題の解決に資する具体的な AI 関連プロジェクトにつ
いて検討を実施 

 【継続】デジタル・ガバメント化の利点
を最大限に活かすために、スマートフォ
ン等の携帯端末上で、多言語であらゆる
行政サービスを受けることができるプラ
ットフォームを構築し、ＡＩ One Stop
サービスを実現（2025 年度）【総】 
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 気象観測・予測精度向上に係る技術
の開発・導入（2030 年度）【総・
国】 

 2030 年を目標に気象観測・予測の精度を大きく向上
させることを目指し、気象の観測や予測への AI 技術
の活用に向けた共同研究を、理化学研究所革新知能統
合研究センターと開始 

 【継続】気象観測・予測精度向上に係る
技術の開発・導入（2030 年度）【総・
国】 

 
＜具体目標２＞ 
自治体の行政コスト低減と公共サービスレベル維持の両立を成し遂げるための業務の効率化・高度化に向けたＡＩ・ロボティクス等の活用推進 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 自治体が安心して利用できるＡＩサ

ービスの標準化の推進（2020 年度）
【ＩＴ・総】 

 「革新的ビッグデータ導入処理技術導入推進事業」
（H30 補正）において活用が進められていない自治体
行政分野への AI 導入やクラウドサービスとしての AI
導入について、３グループ６自治体で開発・実証等を
実施し、地方公共団体が安心して AI を活用できる環
境の整備を実施 

・ 【継続】自治体が安心して利用できるＡ
Ｉサービスの標準化の推進（2020 年度）
【ＩＴ・総】 

 
・ 【新規】自治体における AI 導入を促進す

るため、AI 活用が進められていない行政
分野への AI サービスの開発実証の実施及
び業務効率化等に資する AI 活用する自治
体を支援（2020 年度）【ＩＴ・総】 

・ 自治体行政へのロボティクス（ＲＰ
Ａ 等）の実装（2020 年度）【Ｉ
Ｔ・総】 

 RPA 導入補助事業において、78 自治体で事業を実施
し、自治体行政への RPA 導入を推進 

・ 【更新】自治体行政への AI・RPA の実装
（2020 年度）【ＩＴ・総】 

 自治体行政スマートプロジェクト
（ＩＣＴやＡＩ等を活用した標準的
かつ効率的な業務プロセスの構築）
の推進（2021 年度）【ＩＴ・総】 

 自治体規模別の８つの検討グループが住民基本台帳業
務、税務業務等における業務プロセスの標準モデルを
構築 

 【継続】自治体行政スマートプロジェク
ト（ＩＣＴやＡＩ等を活用した標準的か
つ効率的な業務プロセスの構築）の推進
（2021 年度）【ＩＴ・総】 
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Ⅲ－４ 中小企業・ベンチャー企業への支援 
（１）中小企業支援 

＜具体目標＞ 
ＡＩを活用した中小企業の生産性の向上 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 課題解決型ＡＩ人材育成事業等における、

中小企業のニーズ・課題の抽出（2019 年
度）【経】 

【計画通り進捗】 

・ 業種毎・業務プロセス毎の AI 導入インパク
トを分析し、中小企業全体に対する経済効
果（約 11 兆円）及び労働人口不足の補填
効果（約 160 万人）を推計。 

・ 中小企業のニーズ・課題の抽出について
は、新型コロナウイルス影響も踏まえる必
要がある。 

・ 【更新】課題解決型ＡＩ人材育成事業等に加
え新型コロナウイルス影響を踏まえた、中小
企業のニーズ・課題の抽出（2020 年度）
【経】 

 課題解決型ＡＩ人材育成事業、地方大学等
による、経営課題解決を通じた新たなサー
ビスモデルの創出とその展開（2020 年度）
【文・経】 

 課題解決型 AI 人材育成事業（AI Quest）と
の連携方法の検討 

 【継続】課題解決型ＡＩ人材育成事業、地方
大学等による、経営課題解決を通じた新たな
サービスモデルの創出とその展開（2020 年
度）【文・経】 

     【新規】中小企業・小規模事業者等が行う革
新的なサービス開発・試作品開発・生産プロ
セスの改善に必要な設備投資等を支援（2020
年度）（再掲）（III－１（７）参照）【経】 

     【新規】中小企業が、大学・公設試等と連携
して行う、ものづくり基盤技術高度化のため
の研究開発等の取組を最大３年間支援（2020
年度）（再掲）（III－１（７）参照）【経】 
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     【新規】中小企業間でデータ・情報を共有
し、連携体全体として新たな付加価値向上を
図るプロジェクトを支援（2020 年度）（再
掲）（III－１（７）参照）【経】 

     【新規】設計や製造などのものづくり現場に
蓄積されてきた暗黙知（経験や勘）の伝承・
効率的活用を支え、生産性を向上させる AI 技
術を開発（2023 年度）（再掲）（III－１
（７）参照）【経】 

     【新規】非対面・遠隔での活動の基盤とし
て、サイバーセキュリティに関する検証技術
構築支援や中小企業の対策支援を行うととも
に、自動走行ロボットを用いた配送のための
技術開発や地方に分散する複数のデータセン
ターを統合的に管理するソフトウェア開発、
中小企業のデジタル化促進のための設備投資
を充実（2020 年度)（再掲）（III－１（８）
参照）【経】 
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（２）ＡＩ関連創業に関する若手支援 
＜具体目標＞ 
ＡＩ関連スタートアップ企業支援 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
 スタートアップ戦略「Beyond Limits. 

Unlock Our Potential」に基づく方策を実施
【CSTI・文・経】 

 エコシステム拠点都市の公募を実施し、選
定中 

 日本版 SBIR 制度の実効性向上のため、制
度の見直しを検討中であり、通常国会に改
正法案を提出中 

・【更新】スタートアップ戦略「Beyond Limits. 
Unlock Our Potential」に基づく下記の方策を
実施 
 スタートアップ・エコシステム拠点都市へ

の集中支援を行うほか、拠点都市以外の地
域でのスターアップコミュニティの強化等
を検討（2020 年度）【CSTI・文・経】 

 スタートアップを活用したイノベーション
創出を強力に推進するため、イノベーショ
ン創出に資する課題設定、多段階選抜を軸
とした省庁横断の統一的なルールの導入
等、日本版ＳＢＩＲ制度見直し（2020 年
度）【CSTI・総・文・厚・農・経・国・
環】 
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Ⅳ．倫理 
＜目標＞ 
ＡＩ社会原則の普及と、国際連携体制の構築 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 「人間中心のＡＩ社会原則」のＡＩ-

Ready な社会における、社会的枠組み
に関する７つのＡＩ社会原則を国内で
定着化（2020 年度）【CSTI・総・
文・厚・経】 

 科学技術白書、情報通信白書等に同原則を取り
上げるとともに、各省庁が定めるガイドライン
等の策定においては、同原則との整合をはかる
よう調整を実施 

 数理・データサイエンス・AI 教育においても同
原則を学ぶようモデルカリキュラムに取り入れ 

・ 【継続】「人間中心のＡＩ社会原則」のＡＩ-
Ready な社会における、社会的枠組みに関す
る７つのＡＩ社会原則を国内で定着化（2020
年度）【CSTI・総・文・厚・経】 

 ethics dumping の防止に向けた検討を
含む、ＡＩ社会原則に関する多国間の
枠組みを構築（2021 年度）【CSTI・
個情・総・外・文・厚・経】 

 2019 年 5 月の OECD 閣僚理事会において、信
頼できる AI の責任ある管理、及びそのための政
策・国際協力に関する理事会勧告が採択され、
我が国を含む４２カ国が参加（現在４４カ国） 

 2019 年６月に大阪で行われた G20 サミットで
は、議長国として議論をリードし、人権や雇用
に配慮するなど「人間中心」の開発を目指すＡ
Ｉ原則を採択 

 責任ある AI の推進のための新たな枠組みとし
て、Ｇ７各国を中心とした「Global Partnership 
on Artificial Inteligence (GPAI)」の設立に関し
て、積極的に検討に関わるとともに、設立メン
バー国として参画することを表明した。 

 第 40 回データ保護プライバシー・コミッショナ
ー国際会議(ICDPPC)（※）の下に設立された
AI における倫理及びデータ保護に関する作業部
会（AI 作業部会）に、個人情報保護委員会が参

 【継続】ethics dumping の防止に向けた検討
を含む、ＡＩ社会原則に関する多国間の枠組
みを構築（2021 年度）【CSTI・個情・総・
外・文・厚・経】 
 

 【新規】責任あるＡＩやイノベーション等の推
進に向けた、ＧＰＡＩの設立と専門家派遣を通
じた議論への貢献（2020 年度）【総・経】 
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加。2019 年 10 月の第 41 回 ICDPPC におい
て、AI 作業部会の 2021 年までの行動計画が策
定された。（※2019 年 11 月 15 日より、世界プ
ライバシー会議（GPA）へ改称。） 

     【新規】ＡＩ社会原則の実装に向けて、国内
外の動向も見据えつつ、我が国の産業競争力
の強化と、ＡＩの社会受容の向上に資する規
制、標準化、ガイドライン、監査等、我が国
のＡＩガバナンスの在り方を検討（2020 年
度）【CSTI・総・経】 

     【新規】研究成果を迅速に社会で活用させる
ために必要となる説明性、安全性、公平性等
を担保する技術及びシステムを実現するた
め、今後のＡＩの進化と信頼性確保のための
基盤技術に関する研究開発及び倫理等の人
文・社会科学と数理・情報科学とを融合した
研究開発を実施（2020 年度）（再掲）（II－２
（２）参照）【CSTI・総・文・経】 

     【新規】ＡＩのトラストの研究開発におけ
る、国内外の最新動向の共有及び、有識者に
よる議論を行い、日本が向かうべきＡＩのト
ラストの研究開発に関する取組みの方向性を
検討する枠組みを構築（2020 年度）（再掲）
（II－２（２）参照）【CSTI・総・文・経】 
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Ⅴ．その他 
＜具体目標１＞ 
本戦略の定期的なフォローアップと見直し 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ 多様なステークホルダーが協働したＡＩ戦

略・ＡＩ社会原則のフォローアップ体制の
構築（ＡＩ戦略実行会議）、フォローアッ
プの実施、必要に応じた本戦略の見直し
（2019 年度）【CSTI】 

【計画通り進捗】 

 四半期に一度 AI 戦略実行会議及び AI 戦略
TF を開催し戦略フォローアップを実施し
た。 

 2020 年度取組内容のブラッシュアップを継
続実施 

・ 【継続】多様なステークホルダーが協働した
ＡＩ戦略・ＡＩ社会原則のフォローアップ体
制の構築（ＡＩ戦略実行会議）、フォローア
ップの実施、必要に応じた本戦略の見直し
（2020 年度）【CSTI】 

 本戦略の取組を受けつつ、日本の強みを活
かすための知財システム等の実現に向けた
検討（2019 年度）【知財 ・経】 

【計画通り進捗】 

 知的財産戦略本部構想委員会にて、デジタ
ル化を俯瞰的に捉えた知財システムのあり
方を検討済 

 上記検討では、新たな知的財産と言える
「データ」の利活用にフォーカスをあて、
データを資源として利活用している企業の
デジタルトランスフォーメーション（DX）
を、経営をデザインする視点で分析を行
い、DX の成功要因等を抽出 

 【新規】日本の強みを活かしつつ DX 経営を
強く推進する知財システムの構築（2020 年
度）【知財 ・経】 
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＜具体目標２＞ 
制度、開発、実装等に関する、世界の注目を集める存在感の発信 
取組 進捗 2020 年度以降（の取組） 
・ Ｇ２０における、ＡＩ倫理原則に関する連

携の合意（2019 年度）【CSTI・総・外・
経】 

【計画通り進捗】 

 AI の開発や利活用の促進に向け、日本が議
長を務めた茨城つくば貿易・デジタル経済
大臣会合及びＧ２０大阪サミットにおい
て、「人間中心」の考えを踏まえた AI 原則
に合意 

 

 ＡＩ人材育成、社会実装支援等に関する、
ＴＩＣＡＤ７（横浜）での貢献（2019 年
度）【CSTI・総・外・文】 

【計画通り進捗】 

 「TICAD7 における日本の取組」に「科学
技術を通じた SDGs の実現(STI for SDGs) 
のための国際共同研究及び国際機関等と連
携した研究開発成果の社会実装・実用化を
促進」及び「拠点大学（E-JUST ジョモ・
ケニヤッタ農工大学）支援等により 5,000
人の科学技術イノベーション高度人材育成
(AI 含む)」を明記 

 

 ＡＩ関連のデータ、アプリ等の国際展開向
けパッケージ化（2020 年度）【総・厚・
農・経・国】 

 未実施 ・ 【継続】ＡＩ関連のデータ、アプリ等の国際
展開向けパッケージ化（2020 年度）【総・
厚・農・経・国】 

 世界ＡＩトップ研究者約 100 名／年の日本
への招聘（2020 年度）【総・文・経】 

 理研 AIP において、43 の海外研究機関と
MoU を締結し、合同ワークショップ等を通
じて働きかけを実施中 

・ 【継続】世界ＡＩトップ研究者約 100 名／年
の日本への招聘（2020 年度）【総・文・経】 

 ＩＪＣＡＩ などのＡＩ関連国際会議の誘
致・開催支援（2020 年度） 【CSTI・総・

 IJCAI の日本開催が決定し、その支援のた
め人工知能研究開発ネットワークがスポン

 【継続】ＩＪＣＡＩ などのＡＩ関連国際会議
の誘致・開催支援（2021 年度） 【CSTI・
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文・経・国】 サーとなり、中核会員である産総研・理
研・NICT が費用捻出する方向で、IJCAI
事務局と調整中。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染拡
大の影響で、7 月横濱開催を見送り、2021
年 1 月以降の延期の見込みとなった。 

総・文・経・国】 

 

  



99 
 

（取組）の【】中において用いられる担当府省庁名の略称は、以下のとおり。（なお、複数府省庁の場合は、主担当を下線で表記） 

略称 府省庁名 
ＩＴ 

内閣官房 

情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室 
健康医療 健康・医療戦略室 

再チャレンジ 副長官補付 
NISC 内閣サイバーセキュリティセンター 
CSTI 

内閣府 

政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 
男女 男女共同参画局 

地方創生 地方創生推進事務局 
知財 知的財産戦略推進事務局 
宇宙 宇宙開発戦略推進事務局 
海洋 総合海洋政策推進事務局 
警 国家公安委員会 警察庁 

個情 個人情報保護委員会事務局 
総 総務省 
外 外務省 
文 文部科学省 
厚 厚生労働省 
農 農林水産省 
経 経済産業省 
国 国土交通省 
環 環境省 
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